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付録－１ 

建築基準法（抄） 

 

第 59 条の２（敷地内に広い空地を有する建築物の容積率等の特例） 

 

その敷地内に政令で定める空地を有し、かつ、その敷地面積が政令で定める規模以上

である建築物で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がなく、かつ、

その建ぺい率、容積率及び各部分の高さについて総合的な配慮がなされていることによ

り市街地の環境の整備改善に資すると認めて許可したものの容積率又は各部分の高さは、

その許可の範囲内において、第 52 条第１項から第８項まで、第 52 条の２第６項、第 55

条第１項又は第 56 条の規定による限度を超えるものとすることができる。 

 

２ 第 44 条第２項の規定は、前項の規定による許可をする場合に準用する。 



付録－２ 

建築基準法施行令（抄） 

 

第 136 条（敷地内の空地及び敷地面積の規模） 

 

法第 59 条の２第１項の規定により政令で定める空地は、法第 53 条の規定により建ぺ

い率の最高限度が定められている場合においては、当該最高限度に応じて、当該空地の

面積の敷地面積に対する割合が次の表に定める数値以上であるものとし、同条の規定に

より建ぺい率の最高限度が定められていない場合においては、当該空地の面積の敷地面

積に対する割合が 10 分の２以上であるものとする。 

 
法第 53 条の規定による建築面積の敷

地面積に対する割合の最高限度 
空地の面積の敷地面積に対する割合 

（一） 5/10 以下の場合 

１から法第 53 条の規定による建築面

積の敷地面積に対する割合の最高限度

を減じた数値に 1.5/10 を加えた数値 

（二） 5/10 を超え、5.5/10 以下の場合 6.5/10 

（三） 5.5/10 を超える場合 

１から法第 53 条の規定による建築面積

の敷地面積に対する割合の最高限度を減

じた数値に 2/10 を加えた数値 

 

２ 法第 59 条の２第１項の規定によりその各部分の高さのみを法第 55 条第１項又は法第

56 条の規定による限度を超えるものとする建築物に対する前項の規定の適用について

は、同項中「2/10」とあるのは「1.5/10」と、「1.5/10」とあるのは「1/10」と、「6.5/10」

とあるのは「6/10」とする。 

 

３ 法第 59 条の２第１項の規定により政令で定める規模は、次の表の（い）欄に掲げる区

分に応じて、同表（ろ）欄に掲げる数値とする。ただし、特定行政庁は、街区の形状、

宅地の規模その他土地の状況により同欄に掲げる数値によることが不適当であると認め

る場合においては、規則で、同表（は）欄に掲げる数値の範囲内で、その規模を別に定

めることができる。 



 

 

 

 

（い） （ろ） （は） 

 

 

 

地域又は区域 
敷地面積の規模 

（単位平方メートル） 

規則で定めることがで

きる敷地面積の規模

（単位平方メートル） 

（一） 
第１種低層住居専用地域、 

第２種低層住居専用地域 
3,000 1,000 以上 3,000 未満 

（二） 

第１種中高層住居専用地域、 

第２種中高層住居専用地域、 

第１種住居地域、第２種住居地

域、準住居地域、準工業地域、

工業地域又は工業専用地域 

2,000 500 以上 2,000 未満 

（三） 近隣商業地域又は商業地域 1,000 500 以上 1,000 未満 

（四） 用途地域の指定のない区域 2,000 1,000 以上 2,000 未満 

 



付録－３ 

大阪市建築基準法施行細則（抄） 

 

第 15 条の４（敷地面積の規模の緩和） 

 

令第 136 条第３項ただし書の規定に基づき市長が同条同項の表（ろ）欄に掲げる数値

によることが不適当であると認めて定める敷地面積の規模は、次の各号のとおりとする。 

 

（１）第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２

種住居地域、準住居地域、近隣商業地域及び商業地域内においては、500 平方メー

トルとする。 

 

（２）準工業地域内においては、1,000 平方メートルとする。 

 

２ 令第 136条の 12第２項において準用する令第 136条第３項ただし書の規定に基づき第

１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地

域及び準住居地域について市長が同項の表の（ろ）欄に掲げる数値によることが不適当

であると認めて定める敷地面積の規模は、1,000 平方メートルとする。 

 



 

 

国 住 街 第 18 6 号 

令和３年 12 月 20 日 

 

 

各都道府県建築行政主務部長 殿 

 

 

国土交通省住宅局市街地建築課長 

（公印省略）     

 

 

マンションの建替え等の円滑化に関する法律第 105 条の規定の運用について 

（技術的助言） 

 

 

建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 59 条の２等に基づくいわゆる総合設計制度に

ついては、「総合設計許可準則」（昭和 46 年 9 月 1 日付け住街発第 48 号別添。最終改正：

令和３年 10 月 20 日付け国住街第 157 号）を定め、許可の運用に当たって参考となる基準

等を示してきたところです。 

一方で、老朽化が進み維持修繕等が困難なマンションの再生等を総合的に推進するため、

マンションの管理の適正化の推進に関する法律及びマンションの建替え等の円滑化に関す

る法律の一部を改正する法律（令和２年法律第 62 号。以下「改正法」という。）が令和２

年６月 24 日に公布され、令和４年４月１日（マンションの建替え等の円滑化に関する法律

（平成 14 年法律第 78 号）第 102 条第１項に基づく認定（以下「要除却認定」という。）の

対象の拡充については、令和３年 12 月 20 日）に施行されることとなりました。改正法に

よる改正後のマンションの建替え等の円滑化に関する法律においては、要除却認定の対象

となるマンションの範囲が拡大し、従前より認定の対象となっていた耐震性不足のマンシ

ョンに加えて、外壁等の剥落により危害が生ずるおそれのあるマンション、バリアフリー

性能が確保されていないマンション等も認定の対象となることとなりました。 

本改正により、同法第 105 条第１項の規定による容積率の特例許可の対象についても拡

大することを踏まえ、下記のとおり「総合設計許可準則」を改めて周知するとともに、「総

合設計許可準則に関する技術基準」を別添のとおり改正しましたので、地方自治法（昭和

22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基づく技術的助言として通知します。な

お、「総合設計許可準則」については、令和３年 10 月 20 日付け国住街第 157 号で通知した

ものから、改正した箇所はないことを申し添えます。 

また、貴職におかれては、管内の特定行政庁に対してもこの旨周知いただくようお願い

します。  

i9454292
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付録－４




 

 

記 

 

総合設計許可準則 

 

第１ 許可方針 

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５９条の２に基づく総合設計制度（以下

「一般型総合設計」という。）は、適切な規模の敷地における土地の有効利用を推進し、

併せて敷地内に日常一般に開放された空地（以下｢公開空地｣という。）を確保させるとと

もに、良好な市街地住宅の供給の促進等良好な建築物の誘導を図り、もって市街地環境

の整備改善に資することを目的とするものである。  

 一方で、マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号。以

下「マンション建替法」という。）第１０５条第１項に基づく総合設計制度（以下「マ

ンション建替型総合設計」という。）及び長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平

成２０年法律第８７号。以下「長期優良住宅法」という。）第１８条第１項に基づく総

合設計制度（以下「長期優良住宅型総合設計」という。）は、それぞれマンション建替

法第１０２条第１項の認定を受けたマンション（以下「要除却認定マンション」とい

う。）の除却・建替え及び認定長期優良住宅の建築を促進するとともに、新たに建築さ

れるマンションや認定長期優良住宅における公開空地の確保や、地域の防災、環境等へ

の貢献等を通じて、市街地の安全性の向上や良好な市街地住宅の供給の促進等良好な建

築物の誘導を図り、もって市街地環境の整備改善に資することを目的とするものであ

る。 

 建築基準法第５９条の２第１項、マンション建替法第１０５条第１項及び長期優良住

宅法第１８条第 1 項の許可（以下｢許可｣という。）は、第２の許可基準に従い、敷地周辺

の都市施設の状況、土地の状況、建築群としての防災性、地域の特殊性等を勘案し、総

合的判断に基づいて運用するものとする。  

 なお、マンション建替型総合設計についてはマンション建替法第４条第１項により定

める「マンションの建替え等の円滑化に関する基本的な方針」に、長期優良住宅型総合

設計については長期優良住宅法第４条第１項により定める「長期優良住宅の普及の促進

に関する基本的な方針」に、それぞれ留意すること。 

 

 

第２ 許可基準 

１ 建築基準法第５２条第１項から第９項までの規定による容積率（以下「基準容積率」

という。）に係る許可（容積率の割増し）は、次に掲げるところによるものとする。  

（１）接道 

 建築物の敷地が、原則として幅員６メートル以上（近隣商業地域、商業地域、工

業地域又は工業専用地域においては８メートル以上）の道路に接しているものであ

ること。ただし、マンション建替型総合設計及び長期優良住宅型総合設計において



 

 

は、敷地周辺の道路の状況等を勘案し、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障が

ないと認められる場合は、幅員を、道路及び当該道路に沿って設けられた歩道状公

開空地の幅員を合わせたものとすることができる。  

（２）容積率の割増し等 

①一般型総合設計 

 容積率の割増しは、公開空地の面積の敷地面積に対する割合及び建築物の敷地面

積に応じて行うものとし、割増し後の容積率の限度は、基準容積率の１.５倍と基準

容積率に１０分の２０を加えたもののうちいずれか小さいものとする。  

 ただし、市街地住宅総合設計又は再開発方針等適合型総合設計（それぞれ下表の

（い）欄に掲げる地域又は区域で同表（ろ）欄に掲げる建築物を対象とするものを

いう。）にあっては、同表の区分に従い、同表（は）欄に掲げるものを限度とする。  

 

 

 

 

 

  （い） 

 

  （ろ） 

 

 （は） 

 

地域又は区域 

 

対象建築物 

  

 

割増し後の容積率の限

度 

 

市街地住宅総

合設計 

 

 

市街地住宅の供給の促

進が必要な三大都市圏

等の既成市街地等にお

ける第一種低層住居専

用地域、第二種低層住

居専用地域、第一種中

高層住居専用地域、第

二種中高層住居専用地

域、第一種住居地域、

第二種住居地域、準住

居地域、近隣商業地域

、商業地域又は準工業

地域 

 

延べ面積の４分の１

以上を住宅の用に供

する建築物 

 

基準容積率の１.７５倍

と基準容積率に住宅の

用に供する部分の延べ

面積に対する割合に応

じて１０分の２３.７５

から１０分の３０まで

の範囲内の値を加えた

もののうちいずれか小

さいもの 



 

 

 

再開発方針等

適合型総合設

計 

 

都市再開発法（昭和４

４年法律第３８号）第

２条の３第１項に規定

する都市再開発の方針

（この表において｢再

開発方針｣という。）に

おいて定められた同項

第２号に規定する地区

等内で地区計画等によ

り高度利用を図るべき

とされた区域 

 

再開発方針、地区計

画等に適合する建築

物  

  

 

基準容積率の１.５倍と

基準容積率に１０の２

５を加えたもののうち

いずれか小さいもの 

 なお、特別に高度利用を図る必要があるとされた区域における再開発方針等適合

型総合設計については、上表（は）欄に掲げる限度について、再開発方針の内容に

即して、特別な容積率の割増しを行うことができるものとする。 

②マンション建替型総合設計及び長期優良住宅型総合設計 

本制度における容積率の割増しは、①に定めるもののほか、要除却認定マンション

の除却・建替え並びに認定長期優良住宅の高い耐震性及び災害に対する配慮等による

公益性や、新たに建築されるマンションや認定長期優良住宅による市街地環境の整備

改善に資する取組み（公開空地の面積の敷地面積に対する割合及び建築物の敷地面積

のほか、地域の防災、環境等の向上に資する整備等として以下のイからホまでに掲げ

るもの（公開空地等に該当するものを除く。）をいう。）に応じて行うものとする。 

イ 地域で活用できる防災備蓄倉庫の設置、地域のための防災広場、津波避難ビルと

して活用できるスペース等の整備 

ロ 地域に開放されたコミュニティ形成のための集会所、スペース等の整備 

ハ 保育所、幼稚園、遊び場等の地域の子育て支援施設の整備 

ニ 地域包括ケア機能等の高齢者向け福祉施設、診療所等の医療施設の整備 

ホ その他、地域の状況に応じて特定行政庁が定める取組み 

なお、イからホまでに掲げる整備等に応じた容積率の割増しについては、これらの

施設等が不足している又は不足するおそれがあることから、当該施設等の確保が必要

であると認められる場合等に実施するものとする。 

（３）都心居住型総合設計 

 本制度については（１）及び（２）によらずに、次の①から④までによるものと

する。ただし、マンション建替型総合設計及び長期優良住宅型総合設計における容

積率の割増しは、次の①から④までに定めるもののほか、（２）②によるものとする。 

① 対象区域 

次に掲げる基準に該当する区域であること 

イ 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（昭和



 

 

５０年法律第６７号）第４条第１項に規定する住宅市街地の開発整備の方針に

おいて、都心居住の回復を図るため、土地の高度利用により住宅供給を促進す

ることとされた地区等であること。  

ロ 第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、  

第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域又は準工業地域内であ

ること。  

② 対象建築物 

延べ面積の４分の３以上を住宅の用に供する建築物であること。ただし、延べ

面積の３分の２以上を住宅の用に供する建築物にあっては、地域の状況に応じ、

日常生活を支える施設の用に供する部分を住宅とみなすことができる。  

③ 接道等 

建築物の敷地が、原則として幅員８メートル以上の道路に接し、かつ当該道路

に沿って設けられた歩道状空地と当該道路とを併せた空地の幅員が、原則として

１２メートル以上であること。  

④ 割増し後の容積率の限度 

割増し後の容積率の限度は、基準容積率の２倍と基準容積率に１０分の４０を

加えたもののうちいずれか小さいものとする。 

（４）街区設計型総合設計  

本制度については（１）から（３）までによらずに、次の①から⑤までによるも

のとする。ただし、マンション建替型総合設計及び長期優良住宅型総合設計におけ

る容積率の割増しは、次の①から⑤までに定めるもののほか、（２）②によるもの

とする。 

① 対象とする敷地 

当該敷地が、近隣商業地域、商業地域及びその他業務機能の増進を図る必要が

ある地域内にあり、その周囲に適切に道路が整備され、概ね整形な街区（周囲を

道路等に囲まれる一団の土地）が形成されているものであること及び当該敷地が、

街区の少なくとも一辺全てを占めているものであること。 

② 壁面の位置及び建築物の高さ 

壁面の位置及び建築物の高さが、敷地の周囲の状況を踏まえ、適切なものであ

ること。 

③ 接道 

建築物の敷地が、幅員６メートル以上の道路（整形な街区を構成するものに限

る。）に接していること。ただし、マンション建替型総合設計及び長期優良住宅型

総合設計においては、敷地周辺の道路の状況等を勘案し、交通上、安全上、防火

上及び衛生上支障がないと認められる場合は、幅員を、道路及び当該道路に沿っ

て設けられた歩道状公開空地の幅員を合わせたものとすることができる。 

④ 割増し後の容積率の限度 

割増し後の容積率の限度は、概ね基準容積率の１.５倍とする。 



 

 

⑤ 高度かつ総合的に環境に配慮した建築物 

建築物環境総合性能評価システム（ＣＡＳＢＥＥ）Ａランク以上の評価を取得

している等の高度かつ総合的に環境に配慮した建築物であること。 

（５）高度かつ総合的に環境に配慮した建築物に関する容積率の割増し 

都市の適切かつ合理的な高度利用とあわせて、建築物の環境対策の推進を図るた

め、ＣＡＳＢＥＥ等により、高度かつ総合的に環境に配慮された建築物であると認

められる場合にあっては、当該建築物に対して、公開空地の面積の敷地面積に対す

る割合等に応じて行う容積率の割増しと併せ、基準容積率の１.５倍と基準容積率

に１０分の２０を加えたもののうちいずれか小さいもの（市街地住宅総合設計又は

再開発方針等適合型総合設計にあっては（２）の表（は）欄に掲げる限度、都心居

住型総合設計にあっては（３）④に規定する限度、街区設計型総合設計にあっては

（４）④に規定する限度）の範囲内で、特別の容積率の割増しを行うことができる

ものとする。ただし、この割増しは、当該建築物の敷地内の室外環境及び敷地外の

環境への配慮により、市街地環境の整備改善に資すると認められる場合に実施する

ものとする。 

（６）保育所等に関する容積率の割増し 

 都市の適切かつ合理的な複合高度利用を図るため、駅、駅近傍等の建築物に保育

所その他の生活支援施設（以下「保育所等」という。）が設けられる場合にあって

は、当該建築物に対して、公開空地の面積の敷地面積に対する割合等に応じて行う

容積率の割増しと併せ、基準容積率の１.５倍と基準容積率に１０分の２０を加え

たもののうちいずれか小さいもの（市街地住宅総合設計又は再開発方針等適合型総

合設計にあっては（２）の表（は）欄に掲げる限度、都心居住型総合設計にあって

は（３）④に規定する限度、街区設計型総合設計にあっては（４）④に規定する限

度）の範囲内で、当該保育所等の部分（（３）②に規定する日常生活を支える施設

の用に供する部分を除く。）の床面積の合計に相当する特別の容積率の割増しを行

うことができるものとする。ただし、この割増しは、保育所等の数が不足している

又は不足するおそれがあることから、保育所等の確保が必要であると認められる場

合に実施するものとする。 

（７）自動車車庫に関する容積率の割増し 

① 都市の適切な高度利用及び敷地内空地の確保と併せて、周辺の路上駐車を解消

し、市街地環境の整備改善と道路交通の改善を図るため、まとまった規模の一般

公共の用に供される自動車車庫を設置する建築物を建築する場合にあっては、こ

の自動車車庫の部分に対して、公開空地の面積の敷地面積に対する割合等に応じ

て行う容積率の割増しと併せ、基準容積率の１.５倍と基準容積率に１０分の２

０を加えたもののうちいずれか小さいもの（市街地住宅総合設計又は再開発方針

等適合型総合設計にあっては（２）の表（は）欄に掲げる限度、都心居住型総合

設計にあっては（３）④に規定する限度、街区設計型総合設計にあっては（４）

④に規定する限度）の範囲内で、特別な容積率の割増しを行うことができるもの

とする。ただし、この割増しは、近隣商業地域若しくは商業地域又はこれらの周



 

 

辺の地域のうち自動車の路上駐車により交通上の支障が生じていることから、駐

車施設の確保が必要であると認められる区域内に限って実施するものとする。  

② 共同住宅については、必要な自動車車庫を確保し、併せて敷地内空地を居住者

のコミュニティ形成の場として活用される等により質の高いものとするため、地

下に設ける附属自動車車庫の部分に対して、基準容積率の１.５倍と基準容積率

に１０分の２０を加えたもののうちいずれか小さいもの（市街地住宅総合設計又

は再開発方針等適合型総合設計にあっては（２）の表（は）欄に掲げる限度、都

心居住型総合設計にあっては（３）④に規定する限度、街区設計型総合設計にあ

っては（４）④に規定する限度）の範囲内で特別の容積率の割増しを行うことが

できるものとする。 

（８）災害時等における地域住民の防災上の安全性確保に資する施設に関する容積率

の割増し 

① 災害時等に有効となる地域住民の一時的な滞在施設及びそのために必要な電

気設備等の建築設備（以下「一時滞在施設等」という。）が設けられる場合にあ

っては、当該建築物に対して、公開空地の面積の敷地面積に対する割合等に応じ

て行う容積率の割増しと併せ、基準容積率の１.５倍と基準容積率に１０分の２

０を加えたもののうちいずれか小さいもの（市街地住宅総合設計又は再開発方針

等適合型総合設計にあっては（２）の表（は）欄に掲げる限度、都心居住型総合

設計にあっては（３）④に規定する限度、街区設計型総合設計にあっては（４）

④に規定する限度）の範囲内で、当該一時滞在施設等の部分の床面積の合計に相

当する特別の容積率の割増しを行うことができるものとする。ただし、この割増

しは、当該一時滞在施設等の設置による地域住民の防災上の安全性確保が必要で

あると認められる場合に実施するものとする。 

② 雨水貯留施設、雨水浸透施設及びそのために必要な建築設備（以下「雨水貯留

施設等」という。）が設けられる場合にあっては、当該建築物に対して、公開空

地の面積の敷地面積に対する割合等に応じて行う容積率の割増しと併せ、基準容

積率の１.５倍と基準容積率に１０分の２０を加えたもののうちいずれか小さい

もの（市街地住宅総合設計又は再開発方針等適合型総合設計にあっては（２）の

表（は）欄に掲げる限度、都心居住型総合設計にあっては（３）④に規定する限

度、街区設計型総合設計にあっては（４）④に規定する限度）の範囲内で、特別

の容積率の割増しを行うことができるものとする。ただし、この割増しは、当該

雨水貯留施設等の設置による地域住民の防災上の安全性確保が必要であると認

められる場合に実施するものとする。 

 （９）（５）から（８）までの容積率の割増しについては、マンション建替型総合設

計及び長期優良住宅型総合設計において、（２）②イからホまでの取組みに応じ

て容積率の割増しを行った部分については、適用しない。 

 

２ 建築基準法（以下「法」という。）第５５条第１項の規定に関する許可（絶対高さ制

限の緩和）を受けることのできる建築物は、同項の規定の適用により確保される天空



 

 

光と同量以上の天空光を確保しうるものであること。 ただし、マンション建替型総合

設計及び長期優良住宅型総合設計においては、同項の規定の緩和は、適用しない。 

 

３ 法第５６条の規定に関する許可（斜線制限の緩和）は次に掲げるところによるもの

とする。ただし、マンション建替型総合設計及び長期優良住宅型総合設計においては、

同条の規定の緩和は、適用しない。  

（１）道路斜線制限又は隣地斜線制限の緩和を受けることのできる建築物は、同項の

規定の適用により道路又は隣地に対して確保されている天空光と同量以上の天空光

を確保しうるものであること。  

（２）第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地

域、第二種中高層住居専用地域及び田園住居地域においては、原則として、北側斜

線制限を緩和しないものとする。ただし、塔状建築物等で隣地に対する日照条件を

十分考慮したものについては、この限りでないものとする。 

（３）（１）及び（２）の規定に関わらず、街区設計型総合設計においては、道路斜線

制限、隣地斜線制限及び北側斜線制限は適用しない。 

 

 

 

 

 



 

 

（別添） 

 

総合設計許可準則に関する技術基準（下線部が改正部分） 

 

第１ 容積率の割増し 

１ 道路 

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５９条の２第１項、マンションの建替

え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号。以下「マンション建替法」と

いう。）第１０５条第１項又は長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年

法律第８７号。以下「長期優良住宅法」という。）第１８条第１項の許可（以下第１

において「許可」という。）で建築基準法第５２条第１項から第９項までの規定によ

る容積率（以下「基準容積率」という。）に係るものを受けることができる建築物の

敷地は、次に掲げる区分に従い、幅員が①、②又は③に掲げる数値以上である道路に

接しているものとする。ただし、建築物の敷地が接する道路（建築基準法第４２条第

２項の規定により同条の道路とみなされる道を除く。）が計画道路（建築基準法第４

２条第１項第４号に該当するものを除く。以下「計画道路」という。）若しくは建築

基準法第６８条の７第１項の規定により指定された予定道路（以下「予定道路」とい

う。）の区域内にあり、又は、敷地周辺の道路の状況等を勘案し、交通上、安全上、

防火上及び衛生上支障がないと認められる場合は、この限りでない。  

① 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地

域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、

田園住居地域又は準工業地域                  ６メートル 

② 近隣商業地域、商業地域、工業地域又は工業専用地域      ８メートル 

（ただし、街区設計型総合設計の場合              ６メートル） 

③ 用途地域の指定のない地域                  ６メートル 

なお、マンション建替法に基づく総合設計制度（以下「マンション建替型総合設

計」という。）及び長期優良住宅法に基づく総合設計制度（以下「長期優良住宅型総

合設計制度」という。）にあっては、敷地周辺の道路の状況等を勘案し、交通上、安

全上、防火上及び衛生上支障がないと認められる場合は、幅員を、道路及び歩道状公

開空地（２の（１）②に規定するものをいう。）の幅員を合わせたものとすることが

できる。 

２ 公開空地等 

（１）公開空地の定義 

 公開空地とは、次の①から⑤までのすべてに該当する空地又は空地の部分（空地

又は空地の部分の環境の向上に寄与する植え込み、芝、池等及び空地の利便の向上

に寄与する公衆便所等の小規模な施設に係る土地を含む。）をいう。  

 なお、総合設計建築物の整備と一体的に計画配置される公園、広場等の空地で次

の①から⑤までのすべてに該当するもののうち、事業者の無償譲渡又は無償貸付け

に係るものであって、都市計画決定され、又は地方公共団体により管理されるもの



 

 

（以下｢公共空地｣という。）については、これを公開空地とみなす。  

① 歩行者が日常自由に通行し、又は利用できるもの（非常時以外において自動車

が出入りする敷地内の道路を除く。）であること。ただし、屋内に設けられるもの

等で特定行政庁が認めたものにあっては、深夜等において閉鎖することができる。  

② 最小幅が４メートル以上のものであること。ただし、道路に沿って敷地全長（最

小限必要な車路のみにより分断されているものは、敷地全長にわたって設けられ

ているものとみなす。）にわたって設けられ、かつ、道路と一体として利用可能な

公開空地及び敷地を貫通して道路、公園等を相互に有効に連絡する公開空地（以

下｢歩道状公開空地｣という。）にあっては、最小幅が２メートル以上のものである

こと。また、マンション建替型総合設計及び長期優良住宅型総合設計にあっては、

最小幅が３メートル以上（歩道状公開空地にあっては、１．５メートル以上）の

ものであること。 

③ 一の公開空地の面積は、当該公開空地が歩道状公開空地である場合を除き、次

に掲げる区分に従い、イからニまでに掲げる数値以上であること。  

イ 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域又は田園住居地域 

３００平方メートル 

ロ 第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、

第二種住居地域、準住居地域、準工業地域、工業地域又は工業専用地域 

２００平方メートル 

ハ 近隣商業地域又は商業地域      １００平方メートル 

ニ 用途地域の指定のない地域      ２００平方メートル 

 ただし、敷地面積の規模が建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第

１３６条第３項の表（ろ）欄に掲げる規模に満たないときは、一の公開空地の面

積は、当該公開空地が歩道状公開空地である場合を除き、敷地面積の１０分の１

以上かつ１００平方メートル以上であること。 

また、マンション建替型総合設計及び長期優良住宅型総合設計にあっては、一

の公開空地の面積は、当該公開空地が歩道状公開空地である場合を除き、敷地面

積の１０分の１以上（用途地域に応じて、イからニまでに掲げる数値を超えると

きは、当該数値以上）、かつ、５０平方メートル以上であること。 

④ 全周の８分の１以上が道路に接しているものであること。ただし、動線上無理

のない通り抜け道路を設けたもので、歩行者の出入りに支障がない場合は、この

限りでない。 

⑤ 道路との高低差が、６メートル以内のものであること。ただし、駅舎のコンコ

ース、横断歩道橋等に連絡する場合等歩行者の利便に供する場合はこの限りでな

い。  

（２）公開空地に準ずる有効な空地 

 敷地内の建築物の居住者や利用者の日常自由な利用又は通行に専ら供される空地

及び空地の部分（空地又は空地の部分の環境の向上に寄与する植込み、芝、池等及

び空地の利便の向上に寄与する公衆便所等の小規模な施設に係る部分を含み、非常



 

 

時以外において自動車が出入りする通路を除く。）で、次の①又は②に該当するもの

については、公開空地に準ずる有効な空地として、（３）に規定する公開空地の有効

面積に算入できるものとする。 

① 中庭等その周囲の大部分を建築物に囲まれ、道路に接していない空地（以下｢中

庭等｣という。）にあっては、建築物の居住者等のコミュニティ形成の場として活

用される等適切な利用ができ、修景上良好に設計され、適切な規模（少なくとも

３００平方メートル以上であること。ただし、マンション建替型総合設計及び長

期優良住宅型総合設計にあっては、敷地面積の１０分の１以上（３００平方メー

トルを超えるときは、３００平方メートル以上）、かつ、１００平方メートル以上

であること。）を有すること。  

② 屋上にあっては、道路に面して設けられており、当該道路からの高さが、１２

メートル以下かつ当該道路の幅員以下のものであって、緑化を図るなど修景上良

好に設計されているものであること。また、その面積については（１）の③に規

定する規模以上であること。  

（３）公開空地等の有効面積の算定 

① 公開空地及び公開空地に準ずる有効な空地（以下｢公開空地等｣という。）の有効

面積（以下｢有効公開空地面積｣という。）は、次に掲げる区分に従い、当該公開空

地等又は公開空地等の部分の面積にイからへまでに掲げる係数を乗じて算定する

ものとする。  

イ 歩道状公開空地（幅が４メートルを超えるものにあっては、幅が４メートル

以内の部分に限る。）        １.５ 

 ただし、歩道との段差がなく、歩道と合わせた幅員が６メートル以上であり、

かつ、隣地との間に塀等の空地の連続性を妨げる計画のないものについては、

最大２.５の範囲でこれより高い係数とすることができるものとする。  

ロ 面積が５００平方メートル以上で幅員６メートル以上の道路に接する公開空

地又は公開空地の部分（イに該当するものを除く。）    １.２ 

ハ 面積が３００平方メートル以上５００平方メートル未満で幅員６メートル以

上の道路に接する公開空地又は公開空地の部分（イに該当するものを除く。） 

１.１ 

ニ イ、ロ及びハ以外の公開空地又は公開空地の部分    １.０ 

ホ 中庭等（公開空地に準ずる有効な空地）      ０.５ 

へ 屋上（公開空地に準ずる有効な空地）      ０.３ 

② 次に掲げるものの有効公開空地面積は、当該公開空地等又は公開空地等の部分

の面積に①に規定する係数を乗じて得たものに、次に掲げる区分に従い、イから

ニまでに掲げる係数を乗じて算定するものとする。  

イ 公開空地の道路からの見通しが、隣地又は計画建築物によって妨げられるも

の（道路の自動車交通量が著しく多い場合等公開空地が道路に接しないことが

当該公開空地の環境上好ましい場合で、動線上無理のない通り抜け歩路を設け

たものを除く。）         ０.５ 



 

 

ロ 公開空地の地盤（公開空地が建築物の屋上である場合には、その屋上面）の

高さが、当該公開空地に接している道路の路面の高さと比べて１.５メートル以

上高いもの又は３メートル以上低いもの（地形上、道路から連続して高さが変

化するもの及び駅舎のコンコース、横断歩道橋等に連絡するもの等歩行者の利

便に供するものを除く。）        ０.６ 

ハ ピロティ、アーケード、アトリウム等の建築物又は建築物の部分（以下｢ピロ

ティ等｣という。）によって覆われている公開空地（はり下（はりがない場合に

は床版下。以下同じ。）１０メートル以上のもの又は気候条件等のためピロティ

等に覆われていることが公開空地の環境を向上させるものを除く。）  

（イ）はり下５メートル以上       ０.８ 

（ロ）はり下２.５メートル以上５メートル未満     ０.６ 

ニ 公開空地等の位置、意匠、形態等や公開空地等に面する建築物又は建築物の

部分の意匠、形態等が当該公開空地等の効用を増大させ、市街地環境の整備改

善に特に寄与すると認められるもの      １.２ 

③ 隣接する敷地において一体的に計画された公開空地等については、全体を一の

公開空地等とみなして、①及び②の規定を適用することができるものとする。こ

の場合において、①及び②の規定中｢当該公開空地等又は公開空地等の部分の面

積｣とあるのは｢当該敷地内の当該公開空地等又は公開空地等の部分の面積｣とす

る。 

（４）容積率の割増し 

① 許可による容積率の割増しに当たって、計画建築物の延べ面積は基準容積率に

従い、次に掲げる方式によって得られる面積以下とすること。ただし、マンショ

ン建替型総合設計にあっては、Ｋiに１．５を乗じた値を適用し、長期優良住宅型

総合設計にあっては、Ｋiに１．５×（認定長期優良住宅建築等計画に係る住宅の

用に供する部分の床面積の合計／建築物の延べ面積）※を乗じた値を適用する。 

※ 「認定長期優良住宅建築等計画に係る住宅の用に供する部分」（以下（ⅰ）

から（ⅳ）において「長期優良住宅部分」という。）については、次の（ⅰ）

から（ⅳ）までのとおり取扱うものとする。また、「延べ面積」については各

階の床面積の合計をいう。３の（５）④イにおいて同じ。 

  (i) 認定長期優良住宅建築等計画に係る住宅の住戸（以下「長期優良住宅住

戸」という。）の用に供されている専用部分は長期優良住宅部分として取

扱うこと。 

  (ii) 共用部分のうち、専ら長期優良住宅住戸の利用のために供されている

部分（例えば、一定の階の専用部分の全てが長期優良住宅住戸の用に供さ

れている場合の当該階の廊下、階段、機械室等の部分、住宅の入居者のた

めの自動車車庫等の用途に供されている部分等）は長期優良住宅部分と

して取扱うこと。 

  (iii) 共用部分のうち、専ら長期優良住宅住戸以外の利用のために供されて

いる部分は長期優良住宅部分に含めないこと。 



 

 

  (iv) (ii)及び(iii)以外の共用部分について、その床面積の合計に、当該建築

物における長期優良住宅住戸の用に供されている専用部分及び専ら長期

優良住宅住戸の利用のために供されている共用部分（以下「長期優良住宅

住戸の用に供されている専用部分等」という。）の床面積の合計と長期優

良住宅住戸以外の用に供されている専用部分及び専ら長期優良住宅住戸

以外の利用のために供されている共用部分の床面積との合計のうち長期

優良住宅住戸の用に供されている専用部分等の床面積の合計が占める割

合を乗じて得た面積を長期優良住宅部分の床面積に含めて取扱うこと。 

V＝Ａ×v×{１＋（S／Ａ－０.１）×Ｋi×ＫA}  

Ａ：敷地面積（公共空地がある場合はその面積を含むものとし、以下②、④及

び⑤について同様とする。）  

Ｓ：有効公開空地面積の合計 

Ｖ：割増し後の延べ面積 

v：基準容積率 

Ｋi、ＫA：下表による割増係数 

 

 

基準容積率（v） 

 

割増係数（Ｋi） 

 

        １０/１０未満 

 

２/３ 

 

１０/１０以上 ９０/１０未満 

 

１/３+（９－v）×１/８×１/３ 

 

９０/１０以上 

 

１/３ 

 この場合において、市街地住宅総合設計、再開発方針等適合型総合設計及び街区

設計型総合設計にあってはそれぞれ次に掲げる係数を上表による割増係数に乗じ

て得たものをＫi とする。  

 

 市街地住宅総合設計 

 

a×３/４＋１ 

 

 再開発方針等適合型総合設計 

街区設計型総合設計 

 

 

１.２ 

a：建築物における住宅の用に供する部分の延べ面積に対する割合（２/３を超え

るときは２/３とし、以下②において同様とする。） 

 

用途地域 

 

 敷地面積（Ａ） 

 

 割増係数（ＫA） 

 

第一種中高層住居専用地域、 

第二種中高層住居専用地域、 

 

 

５０００㎡以上 

 

 

  ２ 



 

 

第一種住居地域、 

第二種住居地域、 

準住居地域、田園住居地域、 

近隣商業地域、商業地域、 

準工業地域 

 

 

５０００㎡未満 

 

 

１＋（Ａ－Ａmin） 

  /（５０００－Ａmin） 

 

上記以外の地域又は区域 

  

  １ 

 Amin：建築基準法施行令第１３６条第３項の表の（い）欄に掲げる区分に応じ

て、同表（ろ）欄に掲げる敷地面積の規模（ただし、特定行政庁が規則でその規

模を別に定めた場合には、当該敷地面積の規模） 

 マンション建替型総合設計にあっては、マンションの建替え等の円滑化に関す

る法律施行令（平成１４年政令第３６７号。以下「マンション建替法施行令」と

いう。）第２７条の表の上欄に掲げる区分に応じて、同表下欄に掲げる敷地面積の

規模（ただし、特定行政庁が許可対象の敷地面積の規模の下限を別に定めた場合

は、当該敷地面積の規模）  

 長期優良住宅型総合設計にあっては、長期優良住宅の普及の促進に関する法律

施行令（平成２０年政令第２４号。以下「長期優良住宅法施行令」という。）第５

条の表の上欄に掲げる区分に応じて、同表下欄に掲げる敷地面積の規模（ただし、

特定行政庁が許可対象の敷地面積の規模の下限を別に定めた場合は、当該敷地面

積の規模） 

街区設計型総合設計においては、敷地の街区との関係に応じて、それぞれ次に掲げ

る係数を上表による割増係数に加えて得たものをＫAとする。ただし、上限は２とす

る。 

 

敷地が街区の１辺全てを占める場合 

 

１/６ 

 

敷地が街区の２辺全てを占める場合 

 

１/３ 

 

街区全体が敷地となっている場合 

 

２/３ 

② ①に規定する容積率の割増しを行うに当たっては、基準容積率に１.５を乗じた

ものに敷地面積を乗じて得られる延べ面積と当該容積率に１０分の２０を加えた

ものに敷地面積を乗じて得られる延べ面積のいずれか小さいものを限度とする。

ただし、街区設計型総合設計においては、概ね基準容積率に１.５を乗じたものに

敷地面積を乗じて得られる延べ面積を限度とする。また、市街地住宅総合設計及

び再開発方針等適合型総合設計にあっては、下表に掲げるものを限度とする。 

 

市街地住宅総合設計 

 

 

 Ａ×ｖ×（ａ×３/８＋３/２）と 

 Ａ×{ｖ＋（ａ×１５+２０）/１０} 

 のうちいずれか小さいもの 



 

 

 

再開発方針等適合型総合設計 

 

 Ａ×ｖ×１.５と 

 Ａ×（ｖ＋２５/１０） 

 のうちいずれか小さいもの 

③ 特別に高度利用を図る必要があると位置付けられた区域における再開発方針等

適合型総合設計については、①に規定する割増係数及び②に規定する限度につい

て、当該再開発方針等の内容に即して特別な運用を行うことができるものとする。 

④ 有効公開空地面積の合計の敷地面積に対する割合（以下｢有効公開空地率｣とい

う。）が、基準建蔽率（建築基準法第５３条の規定による建蔽率をいう。以下同じ。）

に従い、下表に掲げる値に満たない場合には、①の規定にかかわらず、マンション

建替型総合設計又は長期優良住宅型総合設計である場合を除き、原則として、容

積率の割増しを認めないものとする。なお、④における有効公開空地面積の合計

には、（２）に規定する公開空地に準ずる有効な空地について、有効公開空地面積

の合計の２分の１を超える部分を算入しないものとする。  

 

 基準建蔽率（Ｃ） 

 

  有効公開空地率（Ｓ/Ａ）の下限 

 

 ５.５/１０未満 

 

０.５ 

 

 ５.５/１０以上 

 

０.２＋（１－Ｃ）×１０/４.５×０.３ 

 C：基準建蔽率 

⑤ 公開空地が計画建築物の敷地のうち計画道路又は予定道路に係る部分の全部又

は一部にあり、かつ、①に掲げる式によって得られる割増し後の延べ面積（V）を

計画道路又は予定道路に係る部分の面積を除いた敷地面積で除した数値が、建築

基準法第５２条第１項に掲げる数値（建築物の敷地が当該数値の異なる地域又は

区域の２以上にわたる場合においては、当該地域又は区域の当該数値に、その敷

地の当該地域又は区域内にある各部分の敷地面積に対する割合を乗じて得たもの

の合計をいい、以下｢指定容積率｣という。）を超える場合においては、当該計画建

築物の延べ面積は、①に掲げる式によって得られる面積以下であり、かつ、①の

規定中｢敷地面積｣とあるのは｢敷地面積から計画道路又は予定道路に係る部分の

面積を除いた面積｣と、｢有効公開空地面積｣とあるのは｢有効公開空地面積から計

画道路又は予定道路に係る部分の有効公開空地面積を除いた面積｣と、｢基準容積

率｣とあるのは｢指定容積率｣とそれぞれ読み替えて準用する①に掲げる式によっ

て得られる面積以下とすること。この場合においては、④の規定中｢有効公開空地

面積｣とあるのは｢有効公開空地面積から計画道路又は予定道路に係る部分の有効

公開空地面積を除いた面積｣と｢敷地面積｣とあるのは｢敷地面積から計画道路又は

予定通路に係る部分の面積を除いた面積｣とそれぞれ読み替えて当該規定を準用

する。  

⑥ マンション建替型総合設計及び長期優良住宅型総合設計にあっては、次のイか



 

 

らホまでに掲げるもの（ただし、公開空地等に該当するものを除く。）の整備等を

行う建築物について、①、②、③及び⑤の規定による容積率の割増しと併せて、１

０分の１０を限度として、整備等に必要な部分の床面積の合計に相当する特別の

容積率の割増しを行うことができるものとし、特に誘導を図る必要があると認め

られる整備等については、相当する部分を超えて割増しを行うことができるもの

とする。 

なお、整備等に必要な部分の床面積の合計に相当する部分を算定することが困

難な場合は、原則として１０分の５、特に誘導を図る必要があると認められる整

備等については、１０分の１０を限度として、特別の容積率の割増しを行うこと

ができるものとする。  

イ 地域で活用できる防災備蓄倉庫の設置、地域のための防災広場、津波避難ビル

として活用できるスペース等の整備 

ロ 地域に開放されたコミュニティ形成のための集会所、スペース等の整備 

ハ 保育所、幼稚園、遊び場等の地域の子育て支援施設の整備 

ニ 地域包括ケア機能等の高齢者向け福祉施設、診療所等の医療施設の整備 

ホ その他、地域の状況に応じて特定行政庁が定める取組み 

なお、イからホまでに掲げる整備等に応じた容積率の割増しについては、これら

の施設等が不足している又は不足するおそれがあることから、当該施設等の確保

が必要であると認められる場合に実施するものとする。 

３ 都心居住型総合設計 

都心居住型総合設計に基づく許可については１及び２によらず以下によること。 

（１）道路 

 許可で基準容積率に係るものを受けることができる建築物の敷地は、幅員が８メ

ートル以上の道路に接しているものであり、かつ当該道路に沿って設けられた歩道

状公開空地と当該道路とを合わせた幅員が１２メートル以上であるものであること。

ただし、建築物の敷地が接する道路（建築基準法第４２条第２項の規定により同条

の道路とみなされる道を除く。）が計画道路若しくは予定道路の区域内にあり、又は

敷地周辺の道路の状況等を勘案し、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がない

と認められる場合は、この限りでない。 

（２）敷地面積 

 建築基準法施行令第１３６条第３項の規定により特定行政庁が規則で定めた敷地

面積の規模が１,０００平方メートル未満である場合又はマンション建替型総合設

計又は長期優良住宅型総合設計を適用する場合は、建築物の敷地面積が１,０００平

方メートル以上であること。ただし、隣接する敷地と協調的な利用により合理的な

建築計画が実現し、良好な街並みの形成が図られると認められる場合は、この限り

でない。  

（３）住宅とみなす日常生活を支える施設 

 デイサービスセンター、保育所等の福祉施設及び近隣住民の日常生活のために必



 

 

要な店舗、飲食店等について、特定行政庁が地域の状況に応じて「住宅とみなす日

常生活を支える施設」として認めるものについては、総合設計制度許可準則第２の

１の（３）②における対象建築物の住宅の用に供する面積の算定の際、住宅とみな

すものとする。 

（４）居住水準 

 住宅マスタープラン等を勘案して、住宅一戸あたりの専用床面積の最低限度など

居住水準を確保するために必要な事項を許可の条件とすることができる。  

（５）公開空地等 

① 公開空地の定義 

 ２の（１）によること。 

② 公開空地に準ずる有効な空地 

 ２の（２）によること。 

③ 公開空地等の有効面積の算定 

 ２の（３）によること。 

④ 容積率の割増し 

イ 許可による容積率の割増しに当たって、計画建築物の延べ面積は基準容積率

に従い、次に掲げる方式によって得られる面積以下とすること。ただし、長期

優良住宅型総合設計にあっては、Ｋi に（認定長期優良住宅建築等計画に係る

住宅の用に供する部分の床面積の合計／建築物の延べ面積）を乗じた値を適用

する。 

Ｖ=Ａ×v×{１＋（Ｓ/Ａ－０.１）×Ｋi×３×ＫA} 

Ａ：敷地面積（公共空地がある場合は、その面積を含むものとし、以下（ロ）

について同様とする。）  

Ｓ：有効公開空地面積の合計 

Ｖ：割増し後の延べ面積 

v：基準容積率 

Ｋi、ＫA：下表による割増係数 

 

基準容積率（v） 

 

 割増係数（Ｋi） 

 

       １０/１０未満 

 

 ２/３ 

 

１０/１０以上９０/１０未満 

 

 １/３＋（９－v）×１/８×１/３ 

 

９０/１０以上 

 

 １/３ 

 

 

敷地面積（Ａ） 

 

    割増係数（ＫA） 



 

 

 

５０００㎡以上 

 

     ２ 

 

５０００㎡未満 

 

 １＋（Ａ－Ａmin）/（５０００－Ａmin） 

 Amin：建築基準法施行令第１３６条第３項の表の（い）欄に掲げる区分に応

じて、同表（ろ）欄に掲げる敷地面積の規模（ただし、特定行政庁が規則でそ

の規模を別に定めた場合には、当該敷地面積の規模）  

 マンション建替型総合設計にあっては、マンション建替法施行令第２７条の

表の上欄に掲げる区分に応じて、同表下欄に掲げる敷地面積の規模（ただし、

特定行政庁が許可対象の敷地面積の規模の下限を別に定めた場合には、当該敷

地面積の規模） 

 長期優良住宅型総合設計にあっては、長期優良住宅法施行令第５条の表の上

欄に掲げる区分に応じて、同表下欄に掲げる敷地面積の規模（ただし、特定行

政庁が許可対象の敷地面積の規模の下限を別に定めた場合は、当該敷地面積の

規模） 

ロ イに規定する容積率の割増しを行うに当たっては、基準容積率に２.０を乗じ

たものに敷地面積を乗じて得られる延べ面積と当該容積率に１０分の４０を加

えたものに敷地面積を乗じて得られる延べ面積のいずれか小さいものを限度と

する。  

ハ 割増し後の容積率が１０分の６０を超える容積率の割増しについては、当該計

画建築物の敷地が、幅員が１２メートル以上の道路に接し、かつ当該道路に沿っ

て設けられた歩道状公開空地と当該道路とを合わせた幅員が１６メートル以上

のものであること。  

ニ そのほか、２の（４）④から⑥までによること。 

４ マンション建替型総合設計 

１から３のほか、以下の事項に留意すること。 

（１） 以下の①及び②に適合するものであること。ただし、特定行政庁が、マン

ション建替法第１０２条第１項の認定を受けたマンション（以下「要除却認定マ

ンション」という。）の除却・建替えのために必要と認める場合、地域の特性によ

りやむを得ないと認める場合等にあっては、この限りでない。 

① 住宅（３の（３）に規定する「住宅とみなす日常生活を支える施設」の部分を

含む。以下「住宅等」という。）以外の用に供する部分（以下「非住宅部分」とい

う。）の床面積の合計が、要除却認定マンションの非住宅部分の床面積の合計より

増加しないこと。ただし、住宅等の用に供する部分の床面積の合計が増加する場

合は、この限りでない。 

② 非住宅部分の床面積の合計が、基準容積率の算定の基礎となる延べ面積を超え

ないこと。 

（２） 要除却認定マンションの敷地に比べて著しく大きい隣地を取り込んだ建替



 

 

え、要除却認定マンションの敷地を細分化した建替え、マンション建替法第２条

第１項第１号に規定するマンション（以下「マンション」という。）に該当しない

建築物をマンションに変更した上で行う建替え等に係る許可については、特定行

政庁が要除却認定マンションの除却・建替えのために必要と認める範囲で行うも

のであること。  

（３） 要除却認定マンションの除却・建替えを促進する観点から許可を行うため、

原則として、要除却認定マンションが現に存する時点で許可の事前協議がなされ

ているものであること。 

（４） 除却の必要性に係る認定に関する基準等を定める告示（令和３年国土交通

省告示第１５２２号）第５第１号イからニまでに定める経路のうち、それぞれ一

以上のものが、同告示第５第２号に掲げる基準に適合していること。 

（５）  道又は公園、広場その他の空地からマンションの出入口までの経路のうち

一以上を構成する敷地内の通路（以下「屋外対象通路」という。）が、高齢者、障 

害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成１８年政令第３７９号）

第１６条各号及び第１８条第２項第７号イからニまでの基準（以下「バリアフリ

ー基準」という。）に適合していること。ただし、屋外対象通路が地形の特殊性に

よりバリアフリー基準に適合することが困難な場合で、マンションの車寄せから

マンションの出入口までの経路のうち一以上を構成する敷地内の通路がバリアフ

リー基準に適合したものとするときは、この限りでない。 

（６） マンション建替法第１０２条第２項第１号から第４号までのいずれかに該

当するものとして同条第１項の認定を受けたマンションの建替えにより新たに建

築されるマンションであって、地形の特殊性によりやむを得ず（５）を満たすこ

とができないものは、（５）によらないものとすることができる。 

５ 長期優良住宅型総合設計 

１から３のほか、以下の事項に留意すること。 

（１）認定長期優良住宅建築等計画に係る住宅の用に供する部分以外の部分の床面  

積の合計が、基準容積率の算定の基礎となる延べ面積を超えないこと。 

（２）認定長期優良住宅建築等計画に基づき維持保全が行われるものであること。 

６ 高度かつ総合的に環境に配慮した建築物 

   建築物総合環境性能評価システム（ＣＡＳＢＥＥ）等により、高度かつ総合的に環

境に配慮された建築物であると認められるものについては、２の（４）①、②、③、

⑤及び⑥若しくは３の（５）④に規定する容積率の割増しと併せて、特別の容積率の

割増しを行うことができるものとする。 

ただし、この割増しは、当該建築物の敷地内の室外環境及び敷地外の環境への配慮

により、市街地環境の整備改善に資すると認められる場合に実施するものとする。 

７ 保育所等 

 次のイ、ロ又はハに該当する建築物については、２の（４）①、②、③、⑤及び⑥若



 

 

しくは３の（５）④に規定する容積率の割増しと併せて、保育所その他の生活支援施

設（以下「保育所等」という。）の部分（３の（３）に規定する「住宅とみなす日常生

活を支える施設」の部分を除く。）の床面積の合計に相当する特別の容積率の割増しを

行うことができるものとする。 

イ  駅又は駅近傍の建築物であって保育所等が設けられるもの 

ロ  大規模な共同住宅であって保育所等が設けられるもの 

ハ  大規模な複合的再開発により整備される建築物であって保育所等が設けられ

るもの 

  ただし、この割増しは、保育所等の数が不足している又は不足するおそれがあるこ

とから、保育所等の確保が必要であると認められる場合に実施するものとし、その判

断に当たっては、当該建築物の周辺における住宅及び業務施設の集積状況等の土地利

用の状況、保育所等の整備状況等を勘案して行うものとする  

８ 自動車車庫 

（１）商業地域若しくは近隣商業地域又はこれらの周辺の地域のうち、特定行政庁が

自動車の路上駐車により交通上の支障が生じていることから、駐車施設の確保が必

要であると認めて指定した区域内の建築物（当該建築物に設置する自動車車庫のう

ち、１５台以上の自動車を収容できる部分を時間貸し等により一般公共の用に供し

ているものを含む建築物に限る。）については、２の（４）①、②、③、⑤及び⑥に

規定する容積率の割増しと併せて、自動車車庫の部分（建築基準法施行令第２条第

１項第４号及び第３項の規定により容積率制限に関して延べ面積に算入しないこと

とされる部分を除く。以下同じ。）の床面積の合計に相当する特別の容積率の割増し

を行うことができるものとする。  

 ただし、本特例による容積率の割増しは、公開空地による容積率の割増しに２分

の１を乗じたものを限度とする。  

 なお、特定行政庁による区域の指定に際しては、当該区域内における業務施設の

集積状況等の土地利用の状況、公共施設の整備状況、駐車施設の整備状況、路上駐車

の発生状況、道路交通の状況等を勘案して駐車施設の確保の必要性に関する判断を

行うものとする。  

（２）次の①及び②に該当する共同住宅の附属自動車車庫については、２の（４）①、

②、③、⑤及び⑥若しくは３の（５）④に規定する容積率の割増しと併せて、自動車

車庫の部分の床面積の合計に相当する特別の容積率の割増しを行うことができるも

のとする。  

 ただし、本特例による容積率の割増しは、共同住宅に附属する自動車車庫のうち、

住宅戸数に相当する自動車を収容する部分について行うものとする。  

① 当該共同住宅に附属する自動車車庫の収容台数の合計が、当該共同住宅の住宅

戸数以上であること。  

② 地下に設ける自動車車庫であること。ただし、半地下式自動車車庫等であって

も敷地内の空地の利用に支障がなく、かつ市街地景観に配慮していると認められ

るものについては、この限りでない。  



 

 

９ 災害時等における地域住民の防災上の安全性確保に資する施設 

（１）次のイ及びロに該当する建築物については、２の（４）①、②、③、⑤及び⑥若

しくは３の（５）④に規定する容積率の割増しと併せて、災害時等に有効となる地域

住民の一時的な滞在施設及びそのために必要な電気設備等の建築設備（以下「一時

滞在施設等」という。）の部分の床面積の合計に相当する特別の容積率の割増しを行

うことができるものとする。 

イ 災害時等において機能するよう、適切な規模、配置等の一時滞在施設等が設け

られるもの 

ロ 災害時等において機能するよう、適切な管理、運営がなされると認められる一

時滞在施設等が設けられるもの 

ただし、この割増しは、当該一時滞在施設等の設置による地域住民の防災上の安

全性確保が必要であると認められる場合に実施するものとし、その判断に当たって

は、当該建築物の周辺における災害時の被害想定、一時滞在施設等の整備状況等を

勘案して行うものとする。 

（２）次のイ及びロに該当する建築物に設ける雨水貯留施設、雨水浸透施設及びその

ために必要な建築設備（以下「雨水貯留施設等」という。）により、防災上配慮され

た建築物であると認められるものについては、２の（４）①、②、③、⑤及び⑥若し

くは３の（５）④に規定する容積率の割増しと併せて、特別の容積率の割増しを行う

ことができるものとする。 

イ 災害時等において機能するよう、適切な規模、配置、構造等の雨水貯留施設等が

設けられるもの 

ロ 災害時等において機能するよう、適切な管理がなされると認められる、もしく

は管理が不要と認められる雨水貯留施設等が設けられるもの 

ただし、この割増しは、当該雨水貯留施設等の設置による地域住民の防災上の安

全性確保が必要であると認められる場合に実施するものとし、その判断に当たって

は、当該建築物の周辺における水災害時の被害想定、雨水貯留施設等の整備状況等

を勘案して行うものとする。 

10 ６から９までの容積率の割増しについては、マンション建替型総合設計又は長期優

良住宅型総合設計において、２の（４）⑥イからホまでの取組みを行うことにより容

積率の割増しを行った部分については、適用しない。 

11 標示 

（１）公開空地等である旨等の標示 

 公開空地等内の適当な場所に、当該公開空地等が建築基準法、マンション建替法

又は長期優良住宅法に基づいて設けられたものである旨及び特定行政庁により深夜

等の閉鎖が認められた公開空地についてはその公開時間を標示するものとする。  

（２）市街地住宅総合設計又は都心居住型総合設計による建築物である旨の標示  

 建築物の玄関部分等適当な場所に、住宅の用に供する部分を明らかにした各階平

面図を付して、当該建築物が建築基準法、マンション建替法又は長期優良住宅法に

基づく市街地住宅総合設計制度又は都心居住型総合設計制度によるものである旨を



 

 

標示するものとする。 

（３）２の（４）⑥による特例を受けた建築物又はその敷地内の適当な場所に、当該建

築物が当該特例の適用を受けたものである旨を標示するものとする。  

（４）６による特例を受けた建築物又はその敷地内の適当な場所に、当該建築物が当

該特例の適用を受けたものである旨を標示するものとする。 

（５）７による特例を受けた保育所等又はその敷地内の適当な場所に、当該保育所等

が当該特例の適用を受けたものである旨を標示するものとする。  

（６）８の（１）による特例を受けた自動車車庫又はその敷地内の適当な場所に、当該

自動車車庫が当該特例の適用を受けた一般公共の用に供されるものである旨を標示

するものとする。 

（７）９（１）又は（２）による特例を受けた建築物又はその敷地内の適当な場所に、

当該建築物が当該特例の適用を受けたものである旨（同（１）による特例を受けた一

時滞在施設については、災害時等において一般公共の用に供されるものである旨を

含む）を標示するものとする。 

 

第２ 絶対高さ制限に関する緩和 

 建築基準法（以下「法」という。）第５９条の２第１項の許可（以下「許可」という。）

で、同法第５５条第１項の規定に係るものを受けることができる建築物は、敷地の各辺

（単純な形状の多角形の敷地にあっては敷地境界線、多角形でない敷地又は複雑な形状

の多角形の敷地にあっては、当該敷地を単純な多角形に近似した場合の各辺をいう。以

下同じ。）において、Si’が Si 以下であるものとする。この場合において、Si’とは、Oi

（各辺についてその中点から１６メートルの距離だけ外側にある点をいう。）を通る鉛直

線上の各点を視点として建築物の各部分を各辺上の鉛直面に水平方向に投影した図形の

面積（以下｢立面投影面積｣という。）とし、Si とは各辺の長さに１０メートル又は１２メ

ートルのうち当該地域に関する都市計画において定められた建築物の高さの限度を乗じ

て得た値とする。  

 

第３ 道路斜線制限等に関する緩和 

１ 道路斜線制限及び隣地斜線制限関係 

（１）道路斜線制限（法第５６条第１項第１号）又は隣地斜線制限（同項第２号）に係

る許可を受けることができる建築物は、敷地の各辺において Si’が Si 以下であるも

のとする。この場合において、Si’とは、Oi（各辺についてその中点から次に掲げる

区分に従い、①、②又は③に掲げる距離だけ外側にある点をいう。）を通る鉛直線上

の各点を視点とした立面投影面積とし、Si とは、各辺において法第５６条第１項第

１号、第２号及び第２項の規定によって許容される最大の立面投影面積とする。  

① 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域及び田園住居地域 

 道路に接する各辺について当該道路の幅員に法第５６条第２項の規定による当

該建築物の後退距離（以下｢後退距離｣という。）に相当する距離を加えた距離 

② 第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二



 

 

種住居地域及び準住居地域 

 道路に接する各辺について当該道路の幅員に後退距離に相当する距離を加えた

距離、その他の各辺については１６メートルに高さが２０メートルを超える部分

を有する建築物にあっては、その部分から隣地境界線までの水平距離のうち最小

のものに相当する距離を加えた距離  

③ 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域又は用途地域の

指定のない区域（以下｢非住居系地域｣という。）  

 道路に接する各辺について当該道路の幅員に後退距離に相当する距離を加えた

距離、その他の各辺については１２メートルに高さが３１メートルを超える部分

を有する建築物にあっては、その部分から隣地境界線までの水平距離のうち最小

のものに相当する距離を加えた距離  

（２）高さが１００メートルを超える建築物に対する（１）の規定の適用については、

次のイ、ロ及びハを加えたものをもって（１）の Si’とする。  

イ 建築物の高さ１００メートル以下の部分の立面投影面積 

ロ 建築物の高さ１００メートルを超え１５０メートル以下の部分の立面投影面積

に２分の１を乗じて得たもの  

ハ 建築物の高さ１５０メートルを超える部分の立面投影面積に３分の１を乗じて

得たもの  

（３）前面道路の反対側の境界線からの水平距離に後退距離に相当する距離を加えた

ものが法第５６条第１項別表第３（は）欄に掲げる距離を超える建築物の部分の立

面投影面積は、道路に接する各辺の Si’に含めないものとする。  

２ 北側斜線制限関係 

（１）第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域及び田園住居地域において

は、北側斜線制限（法第５６条第１項第３号）は原則として緩和しないものとする。

ただし、階段室、昇降機塔等の建築物の屋上部分で隣地に対する日照条件を十分考

慮したものについては、この限りでない。 

（２）第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域においては、北側斜

線制限は原則として緩和しないものとする。ただし、塔状建築物等で隣地に対する

日照条件を十分考慮したものについては、この限りでない。  

３ 適用の除外 

街区設計型総合設計においては、道路斜線制限、隣地斜線制限及び北側斜線制限の規

定は適用しない。 

 

第４ 建築物の敷地が斜線制限等の高さの制限の異なる地域又は区域の内外にわたる場合

の措置  

１ 敷地が法第５５条第１項又は法第５６条第１項第１号、第２号若しくは第３号の規

定による建築物の高さの制限が異なる地域又は区域の内外にわたる建築物に対する第

３の１の規定の適用については、敷地の各辺の中点から次の①又は②に掲げる距離だ

け外側にある点をもって第３の１の（１）の Oi とし、各辺において法第５５条第１項



 

 

又は法第５６条第１項第１号、第２号若しくは第３号の規定によって許容される最大

の立面投影面積をもって第３の１の（１）及び（２）の Si とする。  

① 道路に接する各辺について当該道路の幅員に後退距離に相当する距離を加えた距

離 

② その他の各辺については下記の式による数値 

（１６×Ｌ１+A２×Ｌ２+A３×Ｌ３）/Ｌ 

A２：１６メートルに高さが２０メートルを超える部分を有する建築物にあっては、

その部分から隣地境界線までの水平距離のうち最小のものに相当する距離を

加えた距離の数値  

A３：１２メートルに高さが３１メートルを超える部分を有する建築物にあっては、

その部分から隣地境界線までの水平距離のうち最小のものに相当する距離を

加えた距離の数値  

Ｌ１：各辺のうち第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域に存する部

分の長さ 

Ｌ２：各辺のうち第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住

居地域、第二種住居地域又は準住居地域に存する部分の長さ  

Ｌ３：各辺のうち非住居系地域に存する部分の長さ 

Ｌ  ：各辺の長さ（Ｌ＝Ｌ１+Ｌ２+Ｌ３） 

 なお、絶対高さ制限（法第５５条第１項）及び北側斜線制限（法第５６条第１項第

３号）の適用される地域又は区域の内外にわたる場合で、当該地域又は区域に存す

る部分において北側斜線制限が敷地境界線から連続して適用される範囲の部分につ

いて、法第５５条第１項の規定に係る許可を受ける場合には、第２を準用し、また、

法第５６条第１項の規定については、第３の２を準用する。  

２ 上記１の判定方式のみでは斜線制限等の高さの制限の部分適用方式（建築物の各部

分の高さが当該部分の存する地域又は区域の制限の適用を受ける方式をいう。）が十分

に反映されないことになり、敷地周辺の環境にとって不適当である場合には、適切な

措置を講ずるものとする。  

 例えば、法第５６条第１項第１号、第２号又は第３号の規定に係る許可を受ける建

築物が高さの制限の異なる区域の内外にわたる場合には、建築物の敷地を第一種低層

住居専用地域、第二種低層住居専用地域又は田園住居地域内に存する部分、第一種中

高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域又

は準住居地域内に存する部分及び非住居系地域内に存する部分に区分し、それぞれの

部分について第３の１を準用する。この場合において、｢各辺｣とあるのは、それぞれ

｢各辺のうち第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域又は田園住居地域内に

存する部分｣｢各辺のうち第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第

一種住居地域、第二種住居地域又は準住居地域内に存する部分｣又は｢各辺のうち非住

居系地域内に存する部分｣と読み替え、また、Si とは、当該部分について法第５６条第

１項第１号、第２号及び第３号の規定によって許容される立面投影面積とする。  

 



 

 

参考図 

 

   （略） 

 



 

参考図 

 

図１（第１（容積の割増し）の２（３）②イ関係） 

見通しが妨げられる部分の例示 

 右図における斜線部が該当する。 

 

 

図２（第２（絶対高さ制限に関する緩和）関係） 

敷地を多角形に近似する場合の例示 

 

 

 

図３（第２（絶対高さ制限に関する緩和）、第３（道路斜線制限等に関する緩和）関係） 

ＳiとＳi’の例示（絶対高さ制限の緩和の場合） 

（下図における斜線部がＳi及びＳi’に該当する） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳiとＳi’の例示（道路斜線の緩和の場合） 

（下図における斜線部がＳi及びＳi’に該当する） 

 

 

 

 

 

 

 

Ｌ：敷地の道路に接する辺の長さ 

Ｗ：当該道路の幅員 



 

ℓ   ：当該建築物の後退距離 

Ｓi ：道路に接する辺において法第56条第１項第１号及び第２号の規定によって 

   許容される最大立面投影面積 

Ｓi'：Ｏiを通る鉛直線上の各点を視点とした立面投影面積 

Ｌi'：当該建築物の間口長さ（前面道路の反対側の境界線からの水平距離に後退 

   距離に相当する距離を加えたものがＵ以下の部分に限る。） 

Ｈ  ：当該建築物の高さ（前面道路の反対側の境界線からの水平距離に後退距離 

   に相当する距離を加えたものがＵ以下の部分に限る。） 

ｄ  ：法第56条別表第３（に）欄に掲げる距離 

Ｕ  ：法第56条別表第３（は）欄に掲げる距離 

Ｓi ＝Ｌ・ｄ・（Ｗ＋２ℓ ）×（Ｗ＋ℓ ）／（Ｗ＋２ℓ ）＝Ｌ・ｄ・（Ｗ＋ℓ ） 

Ｓi'＝Ｌi’・Ｈ・（Ｗ＋ℓ ）／（Ｗ＋２ℓ ） 

Ｓi ≧Ｓi'  

Ｌi・Ｈ≦            ≦Ｌ・ｄ・（Ｗ＋２ℓ ） 

（参考）従来の評価方式 

Ｓi ＝Ｌ・ｄ・Ｗ 

Ｓi'＝Ｌi’・Ｈ・Ｗ／（Ｗ＋ℓ ） 

Ｓi ≧Ｓi' 

Ｌi’・Ｈ≦        ≦Ｌ・ｄ・（Ｗ＋ℓ ） 

 

図４（第４（建築物の敷地が斜線制限等の高さ制限の異なる地域又は区域の内外にわたる場

合の措置）の１関係） 

建築物の敷地が斜線制限等高さの制限の異なる区域の内外にわたる場合の取扱いの例示 

 

 

 

 

 

Ｌ・ｄ・（Ｗ＋ℓ ） 
 

（Ｗ＋ℓ ）／（Ｗ＋２ℓ ） 

Ｌ・ｄ・Ｗ 
 

Ｗ／（Ｗ＋ℓ ） 



 

Ｓi’の各辺における展開図 

・□内の数値は建築物の各部分の 

 一般規制による最高限度である。 

・各辺について、Ｓ1'≦Ｓ1、Ｓ2' 

 ≦Ｓ2、Ｓ3'≦Ｓ3、Ｓ4'≦Ｓ4で 

 なければならない。 

 

 

 

図５（第４（建築物の敷地が斜線制限 

等の高さ制限の異なる地域又は区域の 

内外にわたる場合の措置）の１関係） 

北側斜線制限が敷地境界線から連続し 

て適用される範囲の例示       

 

 

 

図６（第４（建築物の敷地が斜線制限等 

の高さ制限の異なる地域又は区域の内外 

にわたる場合の措置）の２関係） 

部分適用方式を反映させるための判定方 

式の例示 

 図４で示した敷地について部分適用方式を反映させる 

ためには、図４で行った判定の他に、下に掲げるＯiに 

ついて、それぞれＳi’＜Ｓiを満足させる等の方法が考 

えられる。 

・この場合、一点鎖線部分は各辺及び各辺の部分には該 

当しないので評価する必要はない。 

・図は、建築物が敷地境界線に接して建築している場合 

等を想定しているが、これ以外の場合、道路斜線に関し 

ては道路の幅員に後退距離に相当する距離を加え、隣地 

斜線に関しては高さが20メートル又は31メートルを超え 

る部分を有する建築物にあってはその部分から隣地境界 

線までの水平距離のうち最小のものに相当する距離を加 

え、Ｏiの位置を定めなければならない 



- 

◎ 再開発融資制度一覧表 
住宅金融公庫、日本開発銀行及び北海道東北開発公庫による再開発融資制度 

金利については平成９年６月１日現在 

 住 宅 金 融 公 庫 日 本 開 発 銀 行 北 海 道 東 北 開 発 公 庫 

 

 

 

 

 

 

対象事業 

 

◎都市再開発事業（建設資金） 

 ○市街地再開発事業 

 ○特定街区内建築物整備事業 

 ○総合設計建築物整備事業 

 ○高度利用地区内建築物整備事業 

 ○地区計画区域内建築物整備事業 

 ○不燃化促進区域内建築物整備事業 

 ○沿道整備計画区域内建築物整備事業 

 ○再開発地域計画区域内建築物整備事業 

 ○住宅地高度利用地区計画区域内建築物整備事業 

 ○用途別容積型地区計画区域内建築物整備事業 

 ○スーパー堤防区域内建築物整備事業 

 ○中高層階住居専用地区内建築物整備事業 

 ○都心共同住宅供給事業 

 ○街並み誘導地区計画区域内建築物整備事業 

◎街区整備事業 

   （既存対象建築物の増改築・改修工事を含む） 

 ○市街地再開発事業（テナント入居保証金を含む） 

 ○特定街区内建築物整備事業 

 ○総合設計建築物整備事業 

 ○地区計画等区域内建築物整備事業（※１） 

 ○密集市街地整備事業 

◎都市防災事業 

 ○都市防災不燃化促進事業（※２） 

◎市街地総合センター施設整備事業（※３） 

    （既存対象建築物の増改築・改修工事を含む） 

 ○市街地再開発事業 （テナント入居保証金を含む） 

 ○総合設計建築物整備事業 

 ○地区計画区域内建築物等整備事業 

対象地域 全  国 (沖縄県を除く) 全  国 （沖縄県を除く） 北海道・東北地方（新潟県を含む） 

主
な
要
件 

シ
ェ
ア

等 住
宅
の 

 

住宅部分の割合が延べ面積(プロジェクト全体)の１/４以上であること。 住宅部分の割合が原則として延べ面積の１/４未満であること。 住宅部分の割合が原則として延べ面積の１/４未満であること。 

（
延
べ
面
積
） 

計
画
の
規
模 

 ○市街地再開発・・・・・・・・・・・・・・・・2.000㎡以上 

  （国庫補助対象となったもののうち地方住宅供給公社の場合は 

   1,500㎡以上、個人施行の場合は1,000㎡以上） 

 ○特定街区・・・・・・・・・・・・・・・・・・5.000㎡以上 

 ○総合設計・・・・・・・・・・・・・・・・・・1.500㎡以上 

 ○高度利用地区・・・・・・・・・・・・・・・・2.000㎡以上 

 ○地区計画区域内・・・・・・・・・・・・・・・1.500㎡以上 

 ○不燃化促進区域内・・・・・・・・・・・・・・1.000㎡以上 

  （地上階数２以上の耐火建築物） 

 ○沿道整備計画区域内・・・・・・・・・・・・・1.000㎡以上 

 ○再開発地区計画区域内・・・・・・・・・・・・1.500㎡以上 

 ○住宅地高度利用地区計画区域内・・・・・・・・1.000㎡以上 

 ○用途別容積型地区計画区域内・・・・・・・・・1.000㎡以上 

 ○スーパー堤防区域内・・・・・・・・・・・・・1.000㎡以上 

 ○中高層階住居専用地区内・・・・・・・・・・・1.000㎡以上 

 ○街並み誘導地区計画区域内・・・・・・・・・・1.000㎡以上 

 ○都心共同住宅供給事業・・・・・・・・・・・・1.000㎡以上 

都市開発枠（※２） 

（三大都市圏および北海道・東北地方） 
地方開発枠 全  体  枠 

 ○市街地再開発  （原則として）    10,000㎡以上 

 ○特定街区    （  〃  ）    15,000㎡〃 

 ○総合設計    （  〃  ）    10,000㎡〃 

 ○地区計画等   （  〃  ）    10,000㎡〃 

          （一部 2,000㎡以上）  

 ○都市防災不燃化促進（ 〃  ）     2,000㎡〃 

          （一部 3,000㎡以上） 

 ○密集市街地整備 

 

 

   特に制限なし 

 

 

    

 

 

特に制限なし 

 総合設計建築物整備事業については「総合設計許可準則に関する技術基準」の内容に適合しており、かつ、その公開空地率が、同技術基準第１.２（４）④に掲げる数値以上であること。  

貸
付
条
件 

融
資
率 

建設費、土地等、補償費等、調査設計計画費の貸付対象額の80％ 

（特定街区等については補償費等（マンション建替事業を除く）、調査設計 

 計画費は融資しない） 

市街地再開発は事業費の50％以内（一部45％、入居保証金については40％） 

その他は事業費の40％以内 運用による 事業費の70％以内 

金
利 

住宅    3.10％ 

非住宅   当初10年間3.10％、11年目以降3.10％ 

特利③ 

 （一部優遇金利）市街地再開発 

         特定街区等  当初10年間 

  都市防災不燃化促進事業 

特利④ 

  密集市街地整備 

 

特利④、⑤ 

特利④（当初10年間のみの場合もあり） 

基準金利（一部特利②、③） 

 

 

特利Ⅲ 

  （一部優遇金利） 市街地再開発 特利Ⅳ、Ⅴ 

           地区計画等  特利Ⅳ 

           （当初10年間のみの場合もあり） 

特利Ⅳ 

  密集市街地整備 

償
還 

期
間 

最終回資金交付後６ヶ月から２年以内。但し、事業主体が所有するときは、竣

工後25年以内（非住宅部分は３年以内の措置を含む）。すべてが賃貸住宅で一

定の要件を満たす場合は30年以内。 

25年以内（措置５年以内） 

 

 同  左 

優
遇
金
利
適
用
の
条
件 

 １．市街地再開発：以下の（１）～（３）のいずれかに該当する場合 

 （１）以下の3つの要件を満たすもの 

   ① 事業主体：市街地再開発事業の施行者及び関係権利者が、出資等比率において１/２（施行者が地方公共団体である場合には１/４）以上 

    を有すること。 

   ② 施行地区の規模：１ヘクタール以上（ただし組合施行及び個人施行再開発については原則として0.5ヘクタール以上） 

   ③ 建築物の延床面積：10,000㎡以上 

 （２）以下の地区内のいずれかにおいて行われるもの 

   ① 市街地総合再生計画区域内又は地区再生計画区域内 

   ② 都市再開発法第２条の３第１項第２号に定める区域内等 

   ③ 地方拠点都市の拠点地区内 

   ④ 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法施行規則第１条に定める区域 

 （３）防災活動拠点型プロジェクトであって地域防災計画に地区単位で掲げられているもの 

２．特別街区等 

  １．（２）②と同じ 

３．都市防災対策事業 

    以下の２つの要件のいずれかを満たすもの 

  ① 幅員15ｍ以上の避難路、避難路に準ずる道路、延焼遮断帯若しくは緊急輸送道路の周辺地区又は10ha以上の避難地及びその周辺地区における 

   ４階以上、延床面積3,000㎡以上の耐火建築物 

  ② 地震防災対策特別措置法に基づく地震防災緊急事業五箇年計画に定められた地区内における、幅員15ｍ以上の避難路、避難路に準ずる道路、 

   延焼遮断帯若しくは緊急輸送道路の周辺地区又は10ha以上の避難地及びその周辺地区における６階以上、延床面積5,000㎡以上の耐火建築物 

  （但し、平成12年度まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    同 左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成９年度 

予算 
1,704億円 

都市基盤整備枠      1,820億円 

地方開発枠        1,750億円 
全体枠1,900億円の内で運用 

    ※１ 地区計画等区域内建築物整備事業には沿道整備計画区域内建築物整備事業を含む。 

    ※２ 都市防災不燃化促進事業については都市開発枠にて全国（沖縄県を除く）を対象地域とする。 

    ※３ 市街地総合センター施設整備事業には、このほか、地域開発上特に重要と認められる建築物を整備する事業がある。 

   （参考）上記以外に住宅金融公庫においては、中高層建築物融資制度、日本開発銀行、北海道東北開発公庫においては、大規模市民空間創出型複合建築物整備事業（アーバンコンプレックスビルディング、アーバンスペリオールビルディング）、都心ビル群建替促進事業（アーバンリフレッシュ促進事業）、セットバック 

       建築物整備促進事業、商業市街地振興施設整備事業、地方拠点都市地域整備事業、高度情報化建築物（インテリジェント・ビル）整備事業、新都市拠点整備事業等に対する融資制度がある。 

内で運用 （出資50億円） 

同  左 



国住生第１９号

平成18年４月20日

建築・住宅生産関連団体代表者 殿

国土交通省住宅局長

共同住宅に係る防犯上の留意事項

及び防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針の改正について

近年の住宅侵入窃盗犯罪等の増加を受け、国土交通省では、警察庁と連携して、

住宅の防犯対策に取り組んできました。平成13年３月には、警察庁と協力して「共

同住宅に係る防犯上の留意事項（以下「留意事項」という。）」を改正するとともに、

その円滑な活用を図るため、共同住宅の新築、改修工事の企画・設計の具体的手法

を示すものとして、「防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針（以下「設計指針」と

いう。）」を定めております。また、警察庁、経済産業省及び建物部品関連の民間団

体とともに、平成14年11月に「防犯性の高い建物部品の開発・普及に関する官民合

同会議（以下「官民合同会議」という。）」を設置、建物部品の防犯性能試験を実施

し、平成16年４月から試験合格品を「防犯性能の高い建物部品目録」に掲載・公表

することで、防犯建物部品の開発・普及に努めているところです。さらに、住宅性

能表示制度において、評価項目に「防犯に関すること」を追加し、開口部の侵入防

止対策を評価・表示することとし、平成18年４月１日より運用を開始したところで

あります。

今般、官民合同会議における取り組みや近年の防犯設備の普及状況等を踏まえ、

別紙１のとおり留意事項について、また、別紙２のとおり設計指針について、それ

ぞれ改正したので通知します。

貴職におかれましては、共同住宅の新築･改修の計画において、本留意事項及び設

計指針が活用されるよう、努めていただきますようお願いいたします。

i9454292
テキスト ボックス
付録－５





国住生第２０号

平成18年４月20日

建築・住宅生産関連団体住宅担当部長 殿

国土交通省住宅局住宅生産課長

共同住宅に係る防犯上の留意事項

及び防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針の改正等について

標記については、「共同住宅に係る防犯上の留意事項及び防犯に配慮した共同住宅

に係る設計指針の改正について」（平成18年４月20日付け国住生第19号国土交通省住

宅局長通達）により通知されたところですが、改正の趣旨、主な改正点及び防犯性

に優れた共同住宅等の普及の推進については、下記のとおりですので、貴職におか

れては、引き続き住宅の防犯対策の推進に努めていただくようお願いいたします。

記

１．改正の趣旨

平成13年３月に、警察庁と協力して「共同住宅に係る防犯上の留意事項（以下

「留意事項」という。）」を改正するとともに、その円滑な活用を図るため、共同

住宅の新築、改修工事の企画・設計の具体的手法を示すものとして、「防犯に配慮

した共同住宅に係る設計指針（以下「設計指針」という。）」を策定したところで

すが、その後、国土交通省では、警察庁等と連携して、住宅の防犯対策の充実に

取り組んできました。

近年の住宅侵入犯罪の増加や手口の変化を受けて、警察庁、国土交通省、経済

産業省及び建物部品関連の民間団体からなる「防犯性能の高い建物部品の開発・

普及に関する官民合同会議」において、建物部品の防犯性能試験を実施し、平成

16年４月より試験合格品を「防犯性能の高い建物部品目録」に掲載・公表するこ

ととしており、これにより、建物部品の防犯性能の評価手法が整備され、防犯性

能の目標値が示されました。また、住宅性能表示制度において、性能評価項目に

「防犯に関すること」を追加し、開口部の侵入防止対策を評価・表示することと

し、平成18年４月１日より運用を開始しました。

こうした防犯性能の高い建物部品等に関する評価方法等の整備を受け、留意事

項及び設計指針においても、「防犯性能の高い建物部品目録」に掲載された建物部

品及びこれと同等の防犯性能を有することが確かめられた建物部品（以下「防犯

建物部品等」という。）を位置付ける必要があります。

また、「共同住宅に係る防犯上の留意事項の改正等について」（平成13年３月23

日付け国住備発第111号 国土交通省住宅局住宅総合整備課長通達）においては、



エレベーターのかご内の防犯カメラの設置等について、「一律に設置等を求めるに

は困難な事情があるため、推奨事項としたところであるが、犯罪防止の観点から

特に必要性が高い事項であると考えられるため、その企画・計画に当たって、特

に配慮すること」として、「特に配慮すべき事項」とされたところですが、近年の

普及状況等に勘案し、必須事項として位置付けることが適当であります。

２．主な改正点

留意事項及び設計指針の改正については、「共同住宅に係る防犯上の留意事項及

び防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針の改正について」（平成18年４月20日付

け国住生第19号国土交通省住宅局長通達）別紙１及び別紙２のとおりですが、近

年の防犯対策の取り組みの進展や防犯設備の普及等を踏まえた主な改正点は、次

のとおりです。

(1) 防犯建物部品等の位置付け

住戸の玄関扉等は、防犯建物部品等の扉及び錠を設置したものとし、また、

住戸の窓は、防犯建物部品等のサッシ及びガラスその他の建具を設置したもの

とすること。

(2) エレベーターのかご内の防犯カメラの設置

これまで推奨事項とされていたエレベーターのかご内の防犯カメラの設置に

ついて、必須事項とすること。

(3) 照明に関する配慮事項の明確化

共用出入口、共用廊下・共用階段、自転車置場・オートバイ置場、駐車場、

通路、児童遊園、広場又は緑地等の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配

慮しつつ、一定の照度を確保することができるものとすること。

３．防犯性に優れた共同住宅等の普及の推進

「安全・安心なまちづくり全国展開プラン」（平成17年６月29日犯罪対策閣僚会議）

においては、「建物や敷地まで含めた全体の防犯性能に優れた共同住宅等に関する

総合的な認定基準を関係団体と協力して策定する」とともに、「一部の都道府県に

おいて実施されている『防犯優良マンション認定制度』を全国的に展開し、防犯

性に優れたマンションの普及を推進する」こととされています。これを受けて、

国土交通省及び警察庁の協力の下、(社)日本防犯設備協会、(財)全国防犯協会連

合会及び(財)ベターリビングにおいて、別添のとおり、「防犯優良マンション標準

認定基準」を策定しましたので、お知らせいたします。

今後、本標準認定基準を参考とした認定制度が実施された場合には、こうした

制度も活用し、防犯性に優れた共同住宅等の普及の推進に努めていただくようお

願いいたします。



 

共同住宅に係る防犯上の留意事項 

 

 

第１ 通則   

１ 目的  

この留意事項は、共同住宅の新築（建替えを含む。以下同じ。）、改修の企画・計画を行

う際に必要となる住宅の構造、設備等についての防犯上の留意事項を示すことにより、成

熟社会に対応した住宅ストックの形成を図ることを目的とする。 

 

２ 適用範囲等   

(1) この留意事項は、新築される共同住宅及び改修される既存の共同住宅を対象とする。 

(2) この留意事項は、防犯性の向上に係る企画・計画上の配慮事項や具体的な手法等を

示すものであり、建築主等に対し、何らかの義務を負わせ、又は規制を課すもので

はなく、あくまでも建築主等の自発的な対策を促すものである。 

(3) この留意事項に掲げる施設が設置されていない場合には、当該施設に係る記載事項

は適用しない。  

(4) この留意事項の適用に当たっては、避難計画等との関係に配慮するとともに、既存

の共同住宅においては、建築関係法令等との関係、建築計画上の制約、管理体制の

整備状況、居住者の要望等を検討した上で、対応が極めて困難な項目については除

外することができるものとする。 

(5) この留意事項は、社会状況の変化や技術の進展等を踏まえ必要に応じて見直すもの

とする。 

 

第２ 留意事項 

1 共用部分 

(1) 共用出入口 

ア 周囲からの見通しが確保された位置等にあること。 

イ 共用玄関は、各住戸と通話可能なインターホンとこれに連動した電気錠を有した玄

関扉によるオートロックシステムが導入されたものであることが望ましい。 

ウ オートロックシステムが導入されている場合には、共用玄関以外の共用出入口は、

扉が設置され、当該扉は自動施錠機能付き錠が設置されたものであること。  

エ 共用玄関は、人の顔、行動を明確に識別できる程度以上の照度が確保されたもので

あること。また、共用玄関以外の共用出入口は、人の顔、行動を識別できる程度以

上の照度が確保されたものであること。 

(2) 管理人室                                               

  共用玄関、共用メールコーナー（宅配ボックスを含む。以下同じ。）及びエレベー

ターホールを見通せる位置、又はこれらに近接した位置にあること。 
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(3) 共用メールコーナー                     

ア 共用玄関付近からの見通しが確保された位置等にあること。 

イ 人の顔、行動を明確に識別できる程度以上の照度が確保されたものであること。 

(4) エレベーターホール                                     

ア 共用玄関付近からの見通しが確保された位置等にあること。 

イ 人の顔、行動を明確に識別できる程度以上の照度が確保されたものであること。 

(5) エレベーター                                           

ア かご内に防犯カメラが設置されたものであること。 

イ 非常の場合において、押しボタン等によりかご内から外部に連絡又は吹鳴する装置

が設置されたものであること。 

ウ かご及び昇降路の出入口の戸は、外部からかご内を見通せる窓が設置されたもので

あること。 

エ かご内は、人の顔、行動を明確に識別できる程度以上の照度が確保されたものであ

ること。 

(6) 共用廊下・共用階段  

ア 周囲からの見通しが確保された構造等を有するものであることが望ましい。 

イ 人の顔、行動を識別できる程度以上の照度が確保されたものであること。 

ウ 共用階段は、共用廊下等に開放された形態であることが望ましい。 

(7) 自転車置場・オートバイ置場                                 

ア 周囲からの見通しが確保された構造等を有するものであること。 

イ チェーン用バーラックの設置等盗難防止に有効な措置が講じられたものであるこ

と。 

ウ 人の行動を視認できる程度以上の照度が確保されたものであること。 

(8) 駐車場                                                 

ア 周囲からの見通しが確保された構造等を有するものであること。 

イ 人の行動を視認できる程度以上の照度が確保されたものであること。 

(9) 歩道・車道等の通路 

ア 周囲からの見通しが確保された位置にあること。 

イ 人の行動を視認できる程度以上の照度が確保されたものであること。 

(10)児童遊園、広場又は緑地等 

ア 周囲からの見通しが確保された位置にあること。 

イ 人の行動を視認できる程度以上の照度が確保されたものであること。 

ウ 塀、柵又は垣等は、周囲からの見通しが確保されない死角の原因とならないもので

あること。 

 

２ 専用部分 

(1) 住戸の玄関扉   

ア 防犯建物部品等の扉（枠を含む。）及び錠が設置されたものであること。 
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イ ドアスコープ等及びドアチェーン等が設置されたものであること。

 (2) インターホン    

ア 住戸玄関の外側との間の通話機能を有するものであること。 

イ 管理人室が置かれている場合には、管理人室との間の通話機能を、また、オートロ

ックシステムが導入されている場合には、共用玄関扉の電気錠と連動し、共用玄関

の外側との間の通話機能を有するものであることが望ましい。 

(3) 住戸の窓 

ア 共用廊下に面する住戸の窓（侵入のおそれのない小窓を除く。以下同じ。）及び接

地階に存する住戸の窓のうちバルコニー等に面するもの以外のものは、防犯建物部

品等のサッシ及びガラス（防犯建物部品等のウィンドウフィルムを貼付したものを

含む。以下同じ。）、面格子その他の建具が設置されたものであること。 

イ バルコニー等に面する住戸の窓のうち侵入が想定される階に存するものは、防犯建

物部品等のサッシ及びガラスその他の建具が設置されたものであること。  

(4) バルコニー 

ア 縦樋、手摺り等を利用した侵入の防止に有効な構造を有するものであること。 

イ バルコニーの手摺りは、見通しが確保されたものであることが望ましい。 

 

（注１）「人の顔、行動を明確に識別できる程度以上の照度」とは、10 メートル先の人の顔、行動が明確に

識別でき、誰であるか明確にわかる程度以上の照度をいい、平均水平面照度（床面又は地面におけ

る平均照度。以下同じ。）が概ね 50 ルクス以上のものをいう。  

（注２）「人の顔、行動を識別できる程度以上の照度」とは、10メートル先の人の顔、行動が識別でき、誰

であるかわかる程度以上の照度をいい、平均水平面照度が概ね 20 ルクス以上のものをいう。  

（注３）「人の行動を視認できる程度以上の照度」とは、4 メートル先の人の挙動、姿勢等が識別できる程

度以上の照度をいい、平均水平面照度が概ね 3ルクス以上のものをいう。  

（注４）「防犯建物部品等」とは、「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議」が公表し

ている「防犯性能の高い建物部品目録」に掲載された建物部品など、工具類等の侵入器具を用いた

侵入行為に対して、①騒音の発生を可能な限り避ける攻撃方法に対しては 5 分以上、②騒音の発生

を許容する攻撃方法に対しては、騒音を伴う攻撃回数 7 回（総攻撃時間１分以内）を超えて、侵入

を防止する性能を有することが、公正中立な第三者機関により確かめられた建物部品をいう。 

3 



 

防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針 

 

 

第１ 総則 

１ 目的   

この指針は、「共同住宅に係る防犯上の留意事項」を踏まえ、防犯に配慮した共同住宅の

新築（建替えを含む。以下同じ。）、既存の共同住宅の改修の企画・計画・設計を行う際の

具体的な手法等を指針として示すことにより、防犯性の高い良質な住宅ストックの形成を

図ることを目的とする。 

 

２ 適用範囲等 

(1)この指針は、新築される共同住宅及び改修される既存の共同住宅を対象とする。 

(2)この指針は、防犯性の向上に係る企画・計画上の配慮事項等を具体化するに当たっ

て参考となる手法等を示すものであり、事業者、所有者又は管理者等に対し、何ら

かの義務を負わせ、又は規制を課すものではない。 

(3)この指針は、「共同住宅に係る防犯上の留意事項」を踏まえ、具体的な手法等を一般

的に示すものである。対象とする住宅の諸条件によっては、 

①本指針に示す各項目の適用の必要がない場合 

②本指針に示す内容とは異なる手法等をとる必要がある場合 

③本指針に示す項目以外の防犯上の配慮を必要とする場合 

   がある。 

  また、指針の適用に当たっては、避難計画等との関係に配慮するとともに、既存の

共同住宅の改修においては、建築関係法令等との関係、建築計画上の制約、管理体

制の整備状況、居住者の要望等を踏まえ、本指針に示す項目の適用について検討す

る必要がある。 

(4)この指針は、社会状況の変化や技術の進展等を踏まえ必要に応じて見直すものとす

る。 

 

 

第２ 共同住宅の企画・計画・設計に当たっての基本的な考え方 

１ 防犯性の向上のあり方 

防犯性は、住宅の安全性を確保する上で重要な要素である。特に最近は、犯罪の増

加や居住者の関心の高まり等から、その重要性が高まっており、共同住宅の企画・計

画・設計に当たっては防犯性の向上に十分配慮する必要がある。 

防犯性の向上に当たっては、居住者の防犯意識の向上とともに、住宅に必要な他の

性能や経済性等とのバランスに配慮しながら、建築上の対応や設備の活用等により、

効率的で効果的な対策となるように企画・計画・設計を行うことが必要である。 
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防犯性の向上に当たっては、当該住宅の居住者及び周辺住民による防犯活動の取組

み、警察との連携等につなげることに留意して企画・計画・設計を行うことが必要で

ある。  

 

２ 防犯に配慮した企画・計画・設計の基本原則 

 住宅の周辺地域の状況、入居者属性、管理体制、時間帯による状況の変化等に応じて、

次の４つの基本原則から住宅の防犯性の向上のあり方を検討し、企画・計画・設計を行う。 

(1) 周囲からの見通しを確保する（監視性の確保） 

敷地内の屋外各部及び住棟内の共用部分等は、周囲からの見通しが確保されるよう

に、敷地内の配置計画、動線計画、住棟計画、各部位の設計等を工夫するとともに、

必要に応じて防犯カメラの設置等の措置を講じたものとする。 

(2) 居住者の帰属意識の向上、コミュニティ形成の促進を図る（領域性の強化） 

共同住宅に対する居住者の帰属意識が高まるように、住棟の形態や意匠、共用部分

の管理方法等を工夫する。また、共用部分の利用機会が増え、コミュニティ形成が促

進されるように、敷地内の配置計画、動線計画、住棟計画、共用部分の維持管理計画

及び利用計画等を工夫する。 

(3) 犯罪企図者の動きを限定し、接近を妨げる（接近の制御） 

住戸の玄関扉、窓、バルコニー等は、犯罪企図者が接近しにくいように、敷地内の

配置計画、動線計画、住棟計画、各部位の設計等を工夫したものとするとともに、必

要に応じてオートロックシステムの導入等の措置を講じたものとする。 

(4) 部材や設備等を破壊されにくいものとする（被害対象の強化・回避） 

住戸の玄関扉、窓等は、侵入盗等の被害に遭いにくいように、破壊等が行われにく

い構造等とするとともに、必要に応じて補助錠や面格子の設置等の措置を講じたもの

とする。 

 

３ 防犯上配慮すべき部位 

アクセス形式や住棟階層、各部位の存する階等に応じて防犯上配慮すべき部位が異

なるため、企画・計画・設計に当たっては、これらの共同住宅の計画条件を十分踏ま

えること。 

 なお、参考として別表を示す。 

 

 

第３  新築住宅建設に係る設計指針 

１ 新築住宅の計画  

(1) 計画・設計の進め方 

ア 防犯性の向上に配慮した計画の検討 

新築住宅の建設に当たっては、計画敷地の規模及び形状、周辺地域の状況等を把握

し、基本原則（第２の２に掲げるものとする。以下同じ。）を踏まえた上で、計画建

2 



物の入居者属性、管理体制等を勘案しつつ、敷地内の配置計画、動線計画、住棟計画、

住戸計画等を検討する。 

イ 総合的な設計の実施 

防犯性の向上に当たっては、居住性等の住宅に必要な他の性能とのバランス、費用

対効果等を総合的に判断した上で設計を行う。 

(2) 敷地内の配置計画・動線計画 

ア 敷地内の配置計画 

敷地内の配置計画に当たっては、計画敷地の規模及び形状、周辺地域との係わり方、

計画建物の規模及び形状、管理体制等を踏まえて、監視性の確保、領域性の強化、接

近の制御等及び防犯性の向上方策について検討する。 

イ 敷地内の動線計画 

敷地内の動線計画に当たっては、計画敷地の規模及び形状、周辺地域との係わり方、

住棟の配置形式、管理体制、夜間等の時間帯による状況の変化等を踏まえて、監視性

の確保、接近の制御等及び防犯性の向上方策について検討する。 

(3) 住棟計画 

ア 階段室型の場合 

階段室型の住棟を計画する場合には、共用階段は、住棟外からの見通しが確保され

た配置又は構造とすることが望ましい。 

住戸のバルコニーは、共用階段の踊り場等からの侵入が困難な位置への配置又は構

造としたものとする。 

イ 片廊下型の場合 

片廊下型の住棟を計画する場合には、共用廊下は、その各部分及びエレベーターホ

ールからの見通しが確保され、死角を有しない配置又は構造とすることが望ましい。 

共用階段、エレベーターホールは、共用廊下からの見通しが確保された位置に配置

することが望ましい。なお、共用階段のうち屋外に設置されているものは、住棟外部

から見通しが確保された配置又は構造とすることが望ましい。 

住戸のバルコニーは、共用廊下、共用階段の踊り場等からの侵入が困難な位置への

配置又は構造としたものとする。 

ウ 中廊下型・コア型の場合 

中廊下型・コア型の住棟を計画する場合には、オートロックシステムを導入するこ

とが望ましい。 

共用廊下、共用階段及びエレベーターホールは、相互に見通しが確保され、死角を

有しない配置又は構造としたものとし、死角となる箇所については、防犯カメラの設

置等の見通しを補完する対策を講じたものとすることが望ましい。 

エ ツインコリドール型・ボイド型の場合 

ツインコリドール型・ボイド型の住棟を計画する場合には、オートロックシステム

を導入することが望ましい。 

共用廊下、共用階段及びエレベーターホールは、吹き抜け空間を介して相互に見通
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しが確保され、死角を有しない配置又は構造としたものとし、死角となる箇所につい

ては、防犯カメラの設置等の見通しを補完する対策を講じたものとすることが望まし

い。 

(4) 住戸周りの計画 

ア 接地階等の住戸の周り 

接地階等の住戸の玄関扉は、破壊及びピッキングが困難な構造を有する錠等を設置

したものとする。 

接地階等の住戸の窓は、補助錠、面格子の設置等の侵入防止に有効な措置を講じた

ものとする。また、破壊が困難なガラスを使用したものとすることが望ましい。 

イ 接地階等以外の階の住戸の周り 

接地階等以外の階の住戸の玄関扉は、破壊及びピッキングが困難な構造を有する錠

等を設置したものとするとともに、共用廊下等に面した住戸の窓は、面格子の設置等

の侵入防止に有効な措置を講じたものとする。 

接地階等以外の階の住戸のバルコニーは、共用廊下・共用階段、縦樋等から離れた

位置等に配置したもの又は侵入防止に有効な措置を講じたものとする。特に、壁面の

後退等によりバルコニー又は屋上が雛壇状になる場合等、共用廊下とバルコニー等が

近接する箇所にあっては、侵入防止に有効な措置を講じたものとするよう配慮する。 

 

２ 共用部分の設計  

(1) 共用出入口  

ア 共用玄関の配置 

共用玄関は、道路及びこれに準ずる通路（以下「道路等」という。）からの見通し

が確保された位置に配置する。道路等からの見通しが確保されない場合には、防犯カ

メラの設置等の見通しを補完する対策を実施する。 

イ 共用玄関扉 

共用玄関には、玄関扉を設置することが望ましい。また、玄関扉を設置する場合に

は、扉の内外を相互に見通せる構造（以下「内外を見通せる構造」という。）とする

とともに、オートロックシステムを導入することが望ましい。 

ウ 共用玄関以外の共用出入口 

共用玄関以外の共用出入口は、道路等からの見通しが確保された位置に設置する。

道路等からの見通しが確保されない場合には、防犯カメラの設置等の見通しを補完す

る対策を実施することが望ましい。また、オートロックシステムを導入する場合には、

自動施錠機能付き扉を設置する。 

エ 共用出入口の照明設備 

共用玄関の照明設備は、その内側の床面においては概ね５０ルクス以上、その外側

の床面においては、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、概ね２０ルクス以上の平

均水平面照度をそれぞれ確保することができるものとする。 

共用玄関以外の共用出入口の照明設備は、床面において概ね２０ルクス以上の平均
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水平面照度を確保することができるものとする。 

(2) 管理人室 

管理人室は、共用玄関、共用メールコーナー（宅配ボックスを含む。以下同じ。）

及びエレベーターホールを見通せる構造とし、又はこれらに近接した位置に配置する。 

(3)共用メールコーナー 

ア 共用メールコーナーの配置 

共用メールコーナーは、共用玄関、エレベーターホール又は管理人室等からの見通

しが確保された位置に配置する。見通しが確保されない場合には、防犯カメラの設置

等の見通しを補完する対策を実施する。 

イ 共用メールコーナーの照明設備 

共用メールコーナーの照明設備は、床面において概ね５０ルクス以上の平均水平面

照度を確保することができるものとする。 

ウ 郵便受箱 

郵便受箱は、施錠可能なものとする。また、オートロックシステムを導入する場合

には、壁貫通型等とすることが望ましい。 

(4)エレベーターホール 

ア エレベーターホールの配置 

共用玄関の存する階のエレベーターホールは、共用玄関又は管理人室等からの見通

しが確保された位置に配置する。見通しが確保されていない場合には、防犯カメラの

設置等の見通しを補完する対策を実施する。 

イ エレベーターホールの照明設備 

共用玄関の存する階のエレベーターホールの照明設備は、床面において概ね５０ル

クス以上の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

その他の階のエレベーターホールの照明設備は、床面において概ね２０ルクス以上

の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

(5)エレベーター  

ア エレベーターの防犯カメラ 

エレベーターのかご内には、防犯カメラを設置する。 

イ エレベーターの連絡及び警報装置 

エレベーターは、非常時において押しボタン、インターホン等によりかご内から外

部に連絡又は吹鳴する装置が設置されたものとする。 

ウ エレベーターの扉 

エレベーターのかご及び昇降路の出入口の扉は、エレベーターホールからかご内を

見通せる構造の窓が設置されたものとする。 

エ エレベーターの照明設備 

エレベーターのかご内の照明設備は、床面において概ね５０ルクス以上の平均水平

面照度を確保することができるものとする。 

(6) 共用廊下・共用階段 
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ア 共用廊下・共用階段の構造等 

共用廊下及び共用階段は、それぞれの各部分、エレベーターホール等からの見通し

が確保され、死角を有しない配置又は構造とすることが望ましい。 

共用廊下及び共用階段は、各住戸のバルコニー等に近接する部分については、当該

バルコニー等に侵入しにくい構造とすることが望ましい。 

共用階段のうち、屋外に設置されるものについては、住棟外部から見通しが確保さ

れたものとすることが望ましく、屋内に設置されるものについては、各階において階

段室が共用廊下等に常時開放されたものとすることが望ましい。 

イ 共用廊下・共用階段の照明設備 

共用廊下・共用階段の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、床面に

おいて概ね２０ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

 (7) 自転車置場・オートバイ置場 

ア 自転車置場・オートバイ置場の配置 

自転車置場・オートバイ置場は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが

確保された位置に配置する。 

屋内に設置する場合には、構造上支障のない範囲において、周囲に外部から自転車

置場等の内部を見通すことが可能となる開口部を確保する。地下階等構造上周囲から

の見通しが困難な場合には、防犯カメラの設置等の見通しを補完する対策を実施する。 

イ 自転車置場・オートバイ置場の盗難防止措置 

自転車置場・オートバイ置場は、チェーン用バーラック、サイクルラックの設置等

自転車又はオートバイの盗難防止に有効な措置が講じられたものとする。 

ウ 自転車置場・オートバイ置場の照明設備 

自転車置場・オートバイ置場の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、

床面において概ね３ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるものとす

る。 

(8) 駐車場 

ア 駐車場の配置 

駐車場は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確保された位置に配置

する。屋内に設置する場合には、構造上支障のない範囲において、周囲に開口部を確

保する。地下階等構造上周囲からの見通しの確保が困難な場合には、防犯カメラの設

置等の見通しを補完する対策を実施する。 

イ 駐車場の照明設備 

駐車場の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、床面において概ね３

ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

(9) 通路 

ア 通路の配置 

通路（道路に準ずるものを除く。以下同じ。）は、道路等、共用玄関又は居室の窓

等からの見通しが確保された位置に配置する。また、周辺環境、夜間等の時間帯によ
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る利用状況及び管理体制等を踏まえて、道路等、共用玄関、屋外駐車場等を結ぶ特定

の通路に動線が集中するように配置することが望ましい。 

イ 通路の照明設備 

通路の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、路面において概ね３ル

クス以上の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

(10)児童遊園、広場又は緑地等 

ア 児童遊園、広場又は緑地等の配置 

児童遊園、広場又は緑地等は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確

保された位置に配置する。 

イ 児童遊園、広場又は緑地等の照明設備 

児童遊園、広場又は緑地等の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、

地面において概ね３ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるものとす

る。 

ウ 塀、柵又は垣等 

塀、柵又は垣等は、領域性を明示するよう配置することが望ましい。また、塀、柵

又は垣等の位置、構造、高さ等は、周囲からの死角の原因及び住戸の窓等への侵入の

足場とならないものとする。 

(11)防犯カメラ 

ア 防犯カメラの設置 

防犯カメラを設置する場合は、有効な監視体制のあり方を併せて検討する。また、

防犯カメラの映像を録画する記録装置を設置することが望ましい。 

イ 防犯カメラの配置等 

防犯カメラを設置する場合には、見通しの補完、犯意の抑制等の観点から有効な位

置、台数等を検討し適切に配置する。 

防犯カメラを設置する部分の照明設備は、照度の確保に関する規定のある各項目に

掲げるもののほか、当該防犯カメラが有効に機能するため必要となる照度を確保した

ものとする。 

(12)その他 

ア 屋上 

屋上は、出入口等に扉を設置し、屋上を居住者等に常時開放する場合を除き、当該

扉は、施錠可能なものとする。また、屋上がバルコニー等に接近する場所となる場合

には、避難上支障のない範囲において、面格子又は柵の設置等バルコニー等への侵入

防止に有効な措置を講じたものとする。 

イ ゴミ置場 

ゴミ置場は、道路等からの見通しが確保された位置に配置する。また、住棟と別棟

とする場合は、住棟等への延焼のおそれのない位置に配置する。 

ゴミ置場は、他の部分と塀、施錠可能な扉等で区画されたものとするとともに、照

明設備を設置したものとすることが望ましい。 
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ウ 集会所等  

集会所等の共同施設は、周囲からの見通しが確保されたものとするとともに、その

利用機会が増えるよう、設計、管理体制等を工夫する。 

 

３ 専用部分の設計 

(1) 住戸の玄関扉 

ア 玄関扉等の材質・構造 

住戸の玄関扉等は、防犯建物部品等の扉（枠を含む。以下同じ。）及び錠を設置し

たものとする。

イ 玄関扉のドアスコープ・ドアチェーン等 

住戸の玄関扉は、外部の様子を見通すことが可能なドアスコープ等を設置したもの

とするとともに、錠の機能を補完するドアチェーン等を設置したものとする。 

 (2) インターホン 

ア 住戸玄関外側との通話等 

住戸内には、住戸玄関の外側との間で通話が可能な機能等を有するインターホン又

はドアホンを設置することが望ましい。 

イ 管理人室等との通話等 

インターホンは、管理人室を設置する場合にあっては、住戸内と管理人室との間で

通話が可能な機能等を有するものとすることが望ましい。また、オートロックシステ

ムを導入する場合には、住戸内と共用玄関の外側との間で通話が可能な機能及び共用

玄関扉の電気錠を住戸内から解錠する機能を有するものとすることが望ましい。 

 (3) 住戸の窓 

ア 共用廊下に面する住戸の窓等 

共用廊下に面する住戸の窓（侵入のおそれのない小窓を除く。以下同じ。）及び接

地階に存する住戸の窓のうちバルコニー等に面するもの以外のものは、防犯建物部品

等のサッシ及びガラス（防犯建物部品等のウィンドウフィルムを貼付したものを含む。

以下同じ。）、面格子その他の建具を設置したものとする。 

イ バルコニー等に面する窓 

バルコニー等に面する住戸の窓のうち侵入が想定される階に存するものは、防犯建

物部品等のサッシ及びガラスその他の建具を設置したものとする。 

(4) バルコニー 

ア バルコニーの配置 

住戸のバルコニーは、縦樋、階段の手摺り等を利用した侵入が困難な位置に配置す

る。やむを得ず縦樋又は階段の手摺り等がバルコニーに接近する場合には、面格子の

設置等バルコニーへの侵入防止に有効な措置を講じたものとする。 

イ バルコニーの手摺り等 

住戸のバルコニーの手摺り等は、プライバシーの確保、転落防止及び構造上支障の

ない範囲において、周囲の道路等、共用廊下、居室の窓等からの見通しが確保された
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構造のものとすることが望ましい。 

ウ 接地階のバルコニー 

接地階の住戸のバルコニーの外側等の住戸周りは、住戸のプライバシーの確保に配

慮しつつ、周囲からの見通しを確保したものとすることが望ましい。なお、領域性等

に配慮し、専用庭を配置する場合には、その周囲に設置する柵又は垣は、侵入の防止

に有効な構造とする。 

 

注 1：「防犯建物部品等」とは、「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議」が公

表している「防犯性能の高い建物部品目録」に掲載された建物部品など、工具類等の侵入器具

を用いた侵入行為に対して、①騒音の発生を可能な限り避ける攻撃方法に対しては 5 分以上、

②騒音の発生を許容する攻撃方法に対しては、騒音を伴う攻撃回数 7回（総攻撃時間１分以内）

を超えて、侵入を防止する防犯性能を有することが、公正中立な第三者機関により確かめられ

た建物部品をいう。 

 

 

第４  既存住宅改修の設計指針  

１ 既存住宅改修の計画  

(1) 既存住宅改修の計画・設計の進め方 

ア 防犯性の向上に配慮した改修計画の検討 

既存住宅の改修に当たっては、建物、敷地及び周辺地域の状況等を把握し、基本原

則を踏まえた上で、建物の入居者属性、管理体制等を勘案しつつ、改修計画を検討す

る。 

イ 計画修繕等に併せた改修の進め方 

計画修繕等に併せた改修は、防犯上の必要性、計画修繕内容との関わりを適切に把

握した上で、居住性等の住宅に必要な他の性能とのバランス、費用対効果等を総合的

に判断した上で改修計画・設計を行う。 

ウ 犯罪発生を契機とする改修の進め方 

犯罪発生を契機とする改修は、犯罪の発生状況を踏まえて再発防止の観点から、改

修の必要性・効果的な改修方法・内容を検討し、必要に応じて速やかに改修を実施す

る。 

エ 居住者の意向による改修の進め方 

居住者の意向による改修は、所有形態、管理体制等による制約条件を整理するとと

もに、計画修繕等に併せて改修すべきものと緊急に改修すべきものとに分けて検討す

る。 

 

２ 共用部分改修の設計  

(1) 共用出入口 

ア 共用玄関の見通しの確保 

共用玄関は、道路等からの見通しが確保されたものとすることが望ましい。 
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イ 共用玄関扉 

共用玄関扉は、内外を見通せる構造とすることが望ましい。また、オートロックシ

ステムを導入することが望ましい。 

ウ 共用玄関以外の共用出入口 

共用玄関以外の共用出入口は、道路等からの見通しが確保された位置に設置するこ

とが望ましい。また、オートロックシステムが導入される場合には、自動施錠機能付

き扉を設置する。 

エ 共用出入口の照明設備 

共用玄関の照明設備は、その内側の床面において概ね５０ルクス以上、その外側の

床面において、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、概ね２０ルクス以上の平均水

平面照度をそれぞれ確保することができるものとする。 

共用玄関以外の共用出入口の照明設備は、床面において概ね２０ルクス以上の平均

水平面照度を確保することができるものとする。 

(2) 管理人室 

管理人室は、共用玄関、共用メールコーナー及びエレベーターホールを見通せる構

造とすることが望ましく、又はこれらに近接した位置に配置することが望ましい。 

(3) 共用メールコーナー 

ア 共用メールコーナーの見通しの確保 

共用メールコーナーは、共用玄関、エレベーターホール又は管理人室等からの見通

しが確保されたものとすることが望ましい。 

イ 共用メールコーナーの照明設備 

共用メールコーナーの照明設備は、床面において概ね５０ルクス以上の平均水平面

照度を確保することができるものとする。  

ウ 郵便受箱 

郵便受箱は、施錠可能なものとする。 

(4) エレベーターホール 

ア エレベーターホールの見通しの確保 

共用玄関の存する階のエレベーターホールは、共用玄関又は管理人室等からの見通

しが確保されたものとすることが望ましい。 

イ エレベーターホールの照明設備 

共用玄関の存する階のエレベーターホールの照明設備は、床面において概ね５０ル

クス以上の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

その他の階のエレベーターホールの照明設備は、床面において概ね２０ルクス以上

の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

(5) エレベーター 

ア エレベーターの防犯カメラ 

エレベーターのかご内には、防犯カメラを設置する。 

イ エレベーターの連絡及び警報装置 
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エレベーターは、非常時において押しボタン、インターホン等によりかご内から外

部に連絡又は吹鳴する装置が設置されたものとする。 

ウ エレベーターの扉 

エレベーターのかご及び昇降路の出入口の扉は、エレベーターホールからかご内を

見通せる構造の窓が設置されたものとする。 

エ エレベーターの照明設備 

エレベーターのかご内の照明設備は、床面において概ね５０ルクス以上の平均水平

面照度を確保することができるものとする。 

 (6) 共用廊下・共用階段 

ア 共用廊下・共用階段の構造等 

共用廊下は、その各部分、エレベーターホール等からの見通しが確保されたものと

することが望ましい。 

共用廊下及び共用階段は、各住戸のバルコニー等に近接する部分については、当該

バルコニー等に侵入しにくい構造とすることが望ましい。 

共用階段のうち、屋外に設置されるものについては、住棟外部から見通しが確保さ

れたものとすることが望ましく、屋内に設置されるものについては、各階において階

段室が共用廊下等に常時開放されたものとすることが望ましい。 

イ 共用廊下・共用階段の照明設備 

共用廊下・共用階段の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、床面に

おいて概ね２０ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

(7) 自転車置場・オートバイ置場 

ア 自転車置場・オートバイ置場の見通しの確保 

自転車置場・オートバイ置場は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが

確保されたものとすることが望ましい。 

イ 自転車・オートバイの盗難防止措置 

自転車置場・オートバイ置場は、チェーン用バーラック、サイクルラックの設置等

自転車又はオートバイの盗難防止に有効な措置が講じられたものとする。 

ウ 自転車置場・オートバイ置場の照明設備 

自転車置場・オートバイ置場の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、

床面において概ね３ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるものとす

る。 

(8) 駐車場 

ア 駐車場の見通しの確保 

駐車場は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確保されたものとする

ことが望ましい。 

イ 駐車場の照明設備 

駐車場の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、床面において概ね３

ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるものとする。 
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(9) 通路 

ア 通路の見通しの確保 

通路は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確保されたものとするこ

とが望ましい。 

イ 通路の照明設備 

通路の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、路面において概ね３ル

クス以上の平均水平面照度を確保することができるものとする。 

(10)児童遊園、広場又は緑地等 

ア 児童遊園、広場又は緑地等の見通しの確保 

児童遊園、広場又は緑地等は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確

保されたものとすることが望ましい。 

イ 児童遊園、広場又は緑地等の照明設備 

児童遊園、広場又は緑地等の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、

地面において概ね３ルクス以上の平均水平面照度を確保することができるものとす

る。 

ウ 塀、柵又は垣等 

塀、柵又は垣等は、領域性を明示するよう配置することが望ましい。また、塀、柵

又は垣等の位置、構造、高さ等は、周囲からの死角の原因及び住戸の窓等への侵入の

足場とならないものとする。 

(11)防犯カメラ  

ア 防犯カメラの設置 

共用出入口、共用メールコーナー、エレベーターホール、屋内共用階段、自転車置

場・オートバイ置場、駐車場等の改修において、防犯上必要な見通しの確保が困難な

場合には、防犯カメラを設置することが望ましい。 

防犯カメラを設置する場合は、有効な監視体制のあり方を併せて検討する。また、

防犯カメラの映像を録画する記録装置を設置することが望ましい。 

イ 防犯カメラの配置等 

防犯カメラを設置する場合には、見通しの補完、犯意の抑制等の観点から有効な位

置、台数等を検討し適切に配置する。 

防犯カメラを設置する部分の照明設備は、照度の確保に関する規定のある各項目に

掲げるもののほか、当該防犯カメラが有効に機能するため必要となる照度を確保した

ものとする。 

(12)その他  

ア 屋上 

屋上は、出入口等に扉を設置し、屋上を居住者等に常時開放する場合を除き、当該

扉は、施錠可能なものとする。また、屋上がバルコニー等に接近する場所となる場合

には、避難上支障のない範囲において、面格子又は柵の設置等バルコニー等への侵入

防止に有効な措置を講じたものとする。 
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イ ゴミ置場 

ゴミ置場は、道路等からの見通しが確保されたものとする。また、住棟と別棟であ

る場合には、住棟等への延焼のおそれのない構造等とする。 

ゴミ置場は、他の部分と塀、施錠可能な扉等で区画されたものとするとともに、照

明設備を設置したものとすることが望ましい。 

ウ 集会所等 

集会所等の共同施設は、周囲からの見通しが確保されたものとするとともに、その

利用機会が増えるよう、設計、管理体制等を工夫する。 

 

３ 専用部分改修の設計  

(1) 住戸の玄関扉  

ア 玄関扉等の材質・構造 

住戸の玄関扉等は、防犯建物部品等の扉及び錠を設置したものとする。やむを得ず

防犯建物部品等が設置できない場合は、玄関扉（枠を含む。）は、その材質をスチー

ル製等の破壊が困難なもので、デッドボルト（かんぬき）が外部から見えない構造の

もの又はガードプレート等を設置したものとするとともに、錠は、ピッキングが困難

な構造のシリンダーを有するもので、面付箱錠、彫込箱錠等破壊が困難な構造のもの

とし、主錠の他に、補助錠を設置することが望ましい。 

イ 玄関扉のドアスコープ・ドアチェーン等 

住戸の玄関扉は、外部の様子を見通すことが可能なドアスコープ等を設置したもの

とするとともに、錠の機能を補完するドアチェーン等を設置したものとする。 

 (2) インターホン 

ア 住戸玄関外側との通話等 

住戸内には、住戸玄関の外側との間で通話が可能な機能等を有するインターホン又

はドアホンを設置することが望ましい。 

イ 管理人室等との通話等 

インターホンは、管理人室が設置されている場合にあっては、住戸内と管理人室と

の間で通話が可能な機能等を有するものとすることが望ましい。また、オートロック

システムを導入する場合には、住戸内と共用玄関の外側との間で通話が可能な機能等

及び共用玄関扉の電気錠を住戸内から解錠する機能を有するものとすることが望ま

しい。 

(3) 住戸の窓 

ア 共用廊下に面する住戸の窓等 

共用廊下に面する住戸の窓及び接地階に存する住戸の窓のうちバルコニー等に面

するもの以外のものは、防犯建物部品等のサッシ及びガラス、面格子その他の建具を

設置する。 

イ バルコニー等に面する窓 

バルコニー等に面する住戸の窓のうち侵入が想定される階に存するものは、防犯建
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物部品等のサッシ及びガラスその他の建具を設置する。やむを得ず防犯建物部品等が

設置できない場合は、サッシへの錠付きクレセント、補助錠の設置等住戸内への侵入

防止に有効な措置を講ずるものとする。 

(4) バルコニー 

ア バルコニーへの侵入防止策 

住戸のバルコニーのうち、縦樋、階段の手摺り等を利用した侵入が容易な位置にあ

るものは、面格子の設置等バルコニーへの侵入防止に有効な措置が講じられたものと

することが望ましい。 

イ バルコニーの手摺り等 

住戸のバルコニーの手摺り等は、プライバシーの確保、転落防止及び構造上支障の

ない範囲において、周囲の道路等、共用廊下、居室の窓等からの見通しが確保された

構造のものとすることが望ましい。 

ウ 接地階のバルコニー 

接地階の住戸のバルコニーの外側等の住戸周りは、住戸のプライバシーの確保に配

慮しつつ、周囲からの見通しを確保したものとすることが望ましい。なお、領域性等

に配慮し、専用庭を配置する場合には、その周囲に設置する柵又は垣は、侵入の防止

に有効な構造とする。 
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別表  

共用部分 専用部分  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
共 
用 
出 
入 
口 
 
 
 
 

 
エ 
レ 
ベ 
ー 
タ 
ー 
 
 
 

 
共 
用 
廊 
下 
 
 
 
 
 

 
共 
用 
階 
段 
 
 
 
 
 

自 
転 
車 
置 
場 
・ 
駐 
車 
場 

 
通 
路 
・ 
児 
童 
遊 
園 
等 
 

 
住 
戸 
の 
玄 
関 
扉 
 
 
 

 
住 
戸 
の 
窓 
 
 
 
 
 

 
バ 
ル 
コ 
ニ 
ー 
 
 
 
 

階段室型 ○ － － ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ 

片廊下型 ○※１ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○※２ ○※２

中廊下型 
・コア型 

◎ ◎ ◎ 
◎ 
 

◎ 
 

○ 
 

◎ 
 

○※２ ○※２

ア 
ク 
セ 
ス 
形 
式 ツインコリドー 

ル型・ボイド型 
◎ ◎ 

○ 
 

◎ 
 

◎ 
 

○ 
 

◎ 
 

○※２ ○※２

 
低層・中層 

 
○ 

 
－ 

 
○ 

 
○ 

 
○ 

 
○ 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
高層 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
○※２

 
○※２

 
住 
棟 
階 
層 
 

 
超高層 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
◎ 

 
○※２

 
○※２

 
接地階と 

その直上階 

 
◎ 
 

 
◎ 
 

 
○ 
 

 
◎ 
 

 
○※３ 

 
－ 
 

 
◎ 
 

 
◎ 
 

 
◎ 
 

 
中間階 

 
－ 

 
◎ 

 
○ 

 
○ 

 
－ 

 
－ 

 
◎ 

 
○※４

 
○※４

 
最上階と 

その直下階 

 
－ 
 

 
◎ 
 

 
◎ 
 

 
◎ 
 

 
－ 
 

 
－ 
 

 
◎ 
 

 
○※４ 

 
◎ 
 

 
各 
部 
位 
の 
存 
す 
る 
階 
 
 

 
地階 

 

 
◎ 
 

 
◎ 
 

 
－ 
 

 
◎ 
 

 
◎※３ 

 

 
－ 
 

 
－ 
 

 
－ 
 

 
－ 
 

注１ この表は、住宅を構成する各部位について、主に自然な監視性と外部からの接近性を勘案し、各項目（アクセス形
式・住棟階層・部位の存する階）毎に、その分類間で相対評価したものである。  

注２ 「階段室型」及び「片廊下型」は、屋外空間に対し開放型のタイプ、「中廊下型・コア型」及び「ツインコリドール型・ボイ
ド型」は、閉鎖型のタイプを想定したもの。  

注３ 「階段室型」及び「低層・中層」は、エレベーターのないタイプを、その他はエレベーターのあるタイプを想定したもの。  
注４ 「住戸の窓」は、バルコニー、共用廊下又は共用階段に面していないものを対象とし、これらに面する窓は、それぞれ

バルコニー、共用廊下又は共用階段の項目において対象とする。  
   
凡例 ◎：特に配慮すべき部分 ○：配慮すべき部分 －：関連性の少ない部分  
※１：屋外空間に対して閉鎖型とする場合にあっては、◎とする。  
※２：接地階等にあっては、◎とする。  
※３：屋内に設置される場合に限る。  
※４：セットバック等がある場合にあっては、◎とする。  
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(財)全国防犯協会連合会 

(社)日 本 防 犯 設 備 協 会 

(財)ベ タ ー リ ビ ン グ 

 

防犯優良マンション標準認定基準 

 

第１ 総則 

１ 目的 

この標準認定基準は、「防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針（平成 18 年

4 月改正。以下「設計指針」という。）」を踏まえ策定したもので、各都道府県

において地域の住宅・建築に係る公益的事業を実施する法人及び防犯に係る公

益的事業を実施する法人が共同して防犯性に優れたマンションを認定する事業

の認定基準の標準となるものである。 

 

２ 標準認定基準の構成 

標準認定基準は以下により構成される。 

(1) 標準的事項 

都道府県における防犯優良マンション認定制度において、認定に当たって

必ず評価すべき事項。 

(2) 選択事項 

必要性の高い事項ではあるが、マンション形態の多様性、対応の可能性等

を考慮し、一律に標準的事項にすることは適切でない事項。 

選択事項については、各都道府県における判断により次の２つに分類され

る。 

① 認定にあたって評価すべき対象として追加する事項 

地域の犯罪状況等を考慮し、標準的事項に加えて都道府県において評価

すべき事項として追加する事項。 

② 推奨事項 

対策を講じることが望ましい事項で、適合項目については認定時に認定

証の特記事項として表示することが考えられる事項。 

 

３ 用語の定義 

この標準認定基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

(1) マンション 

  鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造である共同住宅

をいう。 
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(2) 新築 

新たに建設された住宅で、まだ人の居住の用に供したことのないものをい

う。 

(3) 既存 

上記の「新築」以外の住宅をいう。 

(4) 防犯建物部品等 

「防犯建物部品等」とは、「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する

官民合同会議」が公表している「防犯性能の高い建物部品目録」に掲載され

た建物部品など、工具類等の侵入器具を用いた侵入行為に対して、①騒音の

発生を可能な限り避ける攻撃方法に対しては 5 分以上、②騒音の発生を許容

する攻撃方法に対しては、騒音を伴う攻撃回数 7 回（総攻撃時間１分以内）

を超えて、侵入を防止する防犯性能を有することが、公正かつ中立な第三者

機関により確かめられた建物部品をいう。 

 

５ 適用範囲 

(1) 対象とするマンション 

新築、既存を問わず、全てのマンションを対象とする。 

(2) 基準の適用 

この標準認定基準は、防犯優良マンション認定事業における設計段階審査

及び竣工後審査において適用する。 

また、評価対象となる施設が設置されていない場合には、当該施設に係る

基準は適用しない。 

(3) 基準の見直し 

標準認定基準は、社会状況の変化や技術の進展等を踏まえ、必要に応じて

見直すものとする。 

 

 

第２ 認定基準 

１ 標準的事項 

(1) 共用部分 

① 共用出入口 

ａ 共用玄関は、道路及びこれに準ずる通路（以下「道路等」という。）か

らの見通しが確保された位置に配置されていること。 

道路等からの見通しが確保されていない場合には、見通しを補完する

対策が講じられていること。 
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ｂ 共用玄関には、オートロックシステムを備えた玄関扉及びその玄関扉

を通過する人物を写す防犯カメラが設置されていること。 

ｃ 共用玄関の扉を含む開口部は、その内外を相互に見通せる構造となっ

ていること。 

ｄ 共用玄関以外の共用出入口は、道路等からの見通しが確保された位置

に設置されていること。 

道路等からの見通しが確保されていない場合には、見通しを補完する

対策が講じられていること。 

ｅ 共用玄関以外の共用出入口には、防犯上有効な構造の自動施錠機能付

きの錠を備えた扉が設置されていること。 

ｆ 共用玄関の照明設備は、その内側の床面において５０ルクス以上、そ

の外側の床面において、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、２０ル

クス以上の平均水平面照度が確保されていること。 

ｇ 共用玄関以外の共用出入口の照明設備は、床面において２０ルクス以

上の平均水平面照度が確保されていること。 

② 共用メールコーナー 

ａ 共用メールコーナーは、共用玄関、エレベーターホール又は管理人室

等からの見通しが確保された位置に配置されていること。 

共用玄関等からの見通しが確保されていない場合には、見通しを補完

する対策が講じられていること。 

ｂ 共用メールコーナーの照明設備は、床面において５０ルクス以上の平

均水平面照度が確保されていること。 

ｃ 郵便受箱は、施錠可能なものとなっていること。 

③ エレベーターホール 

ａ 共用玄関の存する階のエレベーターホールは、共用玄関又は管理人室

等からの見通しが確保された位置に配置されていること。 

共用玄関等からの見通しが確保されていない場合には、見通しを補完

する対策が講じられていること。 

ｂ 共用玄関の存する階のエレベーターホールの照明設備は、床面におい

て５０ルクス以上の平均水平面照度が確保されていること。 

ｃ その他の階のエレベーターホールの照明設備は、床面において２０ル

クス以上の平均水平面照度が確保されていること。 

④ エレベーター 

ａ エレベーターかご内には、防犯カメラが設置されていること。 

ｂ エレベーターは、非常時において押しボタン、インターホン等により

かご内から外部に連絡又は吹鳴する装置が設置されていること。 
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ｃ エレベーターのかご及び昇降路の出入口の扉は、エレベーターホール

からかご内を見通せる構造の窓が設置されていること。 

ｄ エレベーターのかご内の照明設備は、床面において５０ルクス以上の

平均水平面照度が確保されていること。 

⑤ 共用廊下、共用階段 

ａ 共用廊下及び共用階段は、各住戸のバルコニー等に近接する部分につ

いては、当該バルコニー等に侵入しにくい構造となっていること。 

ｂ 共用廊下及び共用階段は、乗り越え等による侵入が困難な構造となっ

ていること。やむを得ず侵入が可能な構造となる場合は、道路からの見

通しが確保されているか、面格子の設置等の侵入防止に有効な対策が講

じられていること。 

ｃ 共用廊下及び共用階段の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮

しつつ、床面において２０ルクス以上の平均水平面照度が確保されてい

ること。 

⑥ 自転車置場・オートバイ置場 

ａ 自転車置場・オートバイ置場は、道路等、共用玄関又は居室の窓等か

らの見通しが確保された位置に配置されていること。 

屋内に設置する場合には、構造上支障のない範囲において、周囲に外

部から自転車置場等の内部を見通すことが可能となる開口部が確保され

ていること。周囲からの見通しが確保されていない場合には、見通しを

補完する対策が講じられていること。 

ｂ 自転車置場・オートバイ置場には、チェーン用バーラック、サイクル

ラックの設置等、自転車又はオートバイの盗難防止に有効な措置が講じ

られていること。 

ｃ 自転車置場・オートバイ置場の照明設備は、屋外に設置されている場

合には、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、床面において３ルクス

以上、屋内に設置されている場合には床面において２０ルクス以上の平

均水平面照度が確保されていること。 

⑦ 駐車場 

ａ 駐車場は、道路等、共用玄関又は居室の窓等からの見通しが確保され

た位置に配置されていること。 

屋内に設置する場合には、構造上支障のない範囲において、周囲に外

部から駐車場の内部を見通すことが可能となる開口部が確保されている

こと。周囲からの見通しの確保が困難な場合には、見通しを補完する対

策が講じられていること。 

ｂ 駐車場の出入口には、そこを通過する車両及び人物を写す防犯カメラ
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が設置されていること。 

ｃ 駐車場の照明設備は、屋外に設置されている場合には、極端な明暗が

生じないよう配慮しつつ、床面において３ルクス以上、屋内に設置され

ている場合には床面において２０ルクス以上の平均水平面照度が確保さ

れていること。 

⑧ 通路 

ａ 通路（道路に準ずるものを除く。以下同じ。）は、道路等、共用玄関又

は居室の窓等からの見通しが確保された位置に配置されていること。 

ｂ 通路の照明設備は、極端な明暗が生じないよう配慮しつつ、路面にお

いて３ルクス以上の平均水平面照度が確保されていること。 

⑨ 児童遊園、広場又は緑地等 

ａ 児童遊園、広場又は緑地等は、道路等、共用玄関又は居室の窓等から

の見通しが確保された位置に配置されていること。 

道路等からの見通しが確保されていない場合には、見通しを補完する対

策が講じられていること。 

ｂ 児童遊園、広場又は緑地等の照明設備は、極端な明暗が生じないよう

配慮しつつ、地面において３ルクス以上の平均水平面照度が確保されて

いること。 

ｃ 塀、柵又は垣等を設置する場合には、その位置、構造、高さ等は周囲

の死角の原因及び住戸の窓等への侵入の足場となっていないこと。 

⑩ 防犯カメラ 

ａ 記録装置と一体化したシステムとして構成されていること。 

ｂ 有効な監視体制がとられていること。 

ｃ 見通しの補完、犯意の抑制等の観点から有効な位置に必要な台数が配

置されていること。 

ｄ 防犯カメラを設置する部分の照明設備は、照度の確保に関する規定の

ある各項目に掲げるもののほか、当該防犯カメラが有効に機能するため

必要となる照度が確保されていること。 

⑪ その他 

ａ 屋上は、出入口等に扉を設置し、屋上を居住者等に常時開放する場合

を除き、当該扉は施錠可能なものとなっていること。 

ｂ 屋上がバルコニー等に接近する場所となる場合には、避難上支障のな

い範囲において、面格子又は柵の設置等当該バルコニー等への侵入防止

に有効な措置が講じられていること。 

ｃ ゴミ置場は、道路等からの見通しが確保された位置に配置されている

こと。 
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また、住棟と別棟とする場合は、住棟等への延焼のおそれのない位置

に配置されていること。 

ｄ 集会所等の共同施設は、周囲からの見通しが確保されていること。 

 

(2) 専用部分 

① 住戸の玄関扉 

ａ 住戸の玄関は、防犯建物部品等の扉（枠を含む。）及び錠が設置されて

いること。既存マンション（認定制度が施行される前に着工されたもの

に限る。）においてやむを得ずこれを満たさない場合は、補完する措置が

講じられていること。 

ｂ 住戸の玄関扉は、外部の様子を見通すことが可能なドアスコープ等が

設置されているとともに、錠の機能を補完するドアチェーン又はドアガ

ードが設置されていること。 

② インターホン 

ａ 住戸内には、住戸玄関の外側との間で通話が可能な機能等を有するイ

ンターホン又はドアホンが設置されていること。 

ｂ インターホンは、住戸内と共用玄関の外側との間で通話が可能な機能

及び共用玄関扉の錠を住戸内から解錠する機能を有していること。 

③ 住戸の窓 

ａ 共用廊下に面する住戸の窓（侵入のおそれのない小窓を除く。以下同

じ。）及び接地階に存する住戸の窓のうちバルコニー等に面するもの以外

のものは、防犯建物部品等のサッシ及びガラス（防犯建物部品等のウィ

ンドウフィルムを貼付したものを含む。）、面格子その他の建具が設置さ

れていること。既存マンション（認定制度が施行される前に着工された

ものに限る。）においてやむを得ずこれを満たさない場合は、補完する措

置が講じられていること。 

ｂ バルコニー等に面する住戸の窓のうち侵入が想定される階に存するも

のは、避難計画に支障のない範囲において、防犯建物部品等のサッシ及

びガラス（防犯建物部品等のウィンドウフィルムを貼付したものを含

む。）その他の建具が設置されていること。既存マンション（認定制度が

施行される前に着工されたものに限る。）においてやむを得ずこれを満た

さない場合は、補完する措置が講じられていること。 

④ バルコニー 

ａ 住戸のバルコニーは、縦樋、階段の手摺等を利用した侵入が困難な位

置に配置されていること。やむを得ず縦樋又は階段の手摺り等が接近す

る場合には、面格子の設置等バルコニーへの侵入防止に有効な措置が講
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じられていること。 

ｂ 専用庭を配置する場合は、その周囲に設置する柵又は垣は、侵入の防

止に有効な構造となっていること。 

 

２ 選択事項 

(1) 共用部分 

① 管理人室 

管理人室は、共用玄関、共用メールコーナー（宅配ボックスを含む。

以下同じ。）及びエレベーターホールを見通せる構造となっているか、

または、これらに近接した位置に配置されていること。 

② 共用メールコーナー 

郵便受箱は、壁貫通型となっていること。 

③ 共用廊下、共用階段 

ａ 共用廊下及び共用階段は、それぞれの各部分、エレベーターホール等

からの見通しが確保され、死角を有しない配置又は構造となっているこ

と。 

ｂ 共用階段のうち、屋外に設置されるものについては、住棟外部から見

通しが確保されていること。 

ｃ 共用階段のうち、屋内に設置されるものについては、各階において階

段室が共用廊下等に常時開放されていること。 

④ 通路 

通路は、周辺環境、夜間等の時間帯による利用状況及び管理体制等を

踏まえて、道路等、共用玄関、屋外駐車場等を結ぶ特定の通路に動線が

集中するように配置されていること。 

⑤ 児童遊園、広場又は緑地等 

塀、柵又は垣等は、領域性を明示するよう配置されていること。 

⑥ その他 

ａ ゴミ置場は、他の部分と塀、施錠可能な扉等で区画されていること。 

ｂ ゴミ置場は、照明設備が設置されていること。 

(2) 専用部分 

① インターホン 

ａ インターホンは、管理人室を設置する場合にあっては、住戸内と管理

人室との間で通話が可能な機能等を有していること。 

ｂ インターホンは、共用玄関に設置された専用カメラの映像を写すモニ

ター機能を有していること。 

② バルコニー 
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ａ 住戸のバルコニーの手摺り等は、プライバシーの確保、転落防止及び

構造上支障のない範囲において、周囲の道路等、共用廊下、居室の窓等

からの見通しが確保された構造となっていること。 

ｂ 接地階の住戸のバルコニーの外側等の住戸周りは、住戸のプライバシ

ーの確保に配慮しつつ、周囲からの見通しが確保されていること。 
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